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要   旨 

 

ＴＲＵ廃棄物処分場の安全裕度を正確に把握し、より信頼性の高い性能評価を行うため

には、バリア材料の変遷挙動を考慮したニアフィールド水理場の長期的変遷評価を可能と

する評価システムの構築が必要である。 

本研究では、ニアフィールド水理場の長期的変遷評価システムの構築に向けた検討とし

て、このシステムの構成要素となる化学的／力学的変遷挙動解析システムの基本仕様並び

に全体システムの基本仕様の検討を行った。本年度の研究成果を以下に示す。 

1)セメント系材料からの浸出液の影響としてニアフィールドで起こる化学的変遷並びにそ

れに伴い生じる水理学的変遷を評価するシステムの検討を実施した。本年度は、化学的

変遷に関する各種プロセスについての文献調査と選択肢の抽出、モデルやデータについ

ての不確実性の提示、予備的モデル化及び簡易解析ツールの作成と感度解析、システム

評価モデル及び現象解析モデルにおいて考慮すべきプロセス及び対応する数学モデルの

抽出、システム評価モデルの構築のためのソフトウェア構成の最適化、予備的なシステ

ム解析モデルによる例題演習、モデル確証のための実験計画を提示した。 

2) ベントナイト系材料及びセメント系材料の化学的変質に伴う物理的特性の変化を考慮

し、処分場の力学的変遷挙動を評価するシステムの検討を実施した。本年度は、処分場

に超長期的に生じうる力学挙動の整理、評価対象とする事象の抽出、ベントナイト系材

料の特性を十分考慮できる力学モデルの調査及びプロトタイプを提示した。さらに、力

学的変遷挙動解析システムの基本構成を提示した。 

3) 水理・化学連成の化学的変遷評価システムと力学的変遷評価システムを基本構成とし、

これを連成させ、ニアフィールドの水理場の解析を実施するためのシステムの検討を実

施した。今年度は水理・化学と力学との連成の考え方及びシステム全体の基本構成を提

示した。 

本報告書は、鹿島建設(株)，(株)クインテッサジャパンが核燃料サイクル開発機構との契約により実施し

た研究成果に関するものである。 

機構担当部課室：東海事業所 環境保全・研究開発センター 処分研究部 処分材料研究グループ 
*1   鹿島建設(株) 

*2   (株)クインテッサジャパン 

JNC TJ8400 2002-032

2002 年 2 月 



－  － ii

 Study on the system development for evaluating long-term alteration  
of hydraulic field in Near Field 

（Document Prepared by Other Institute,Based on the Trust Contract） 
 
                               K.Okutu*, S.Morikawa*, H.Takamura*, K.Hane* 
                              K.Tabei*, T.Aoyagi*, T.Murakami*, R.Matsunaka* 
                               H.Takase**, D.Savage**, M.Inagaki**, T.Noguchi** 
 

Abstract 
 
        For the high performance evaluation of reliability of TRU waste repository, 
the system development for evaluating long-term alteration in consideration of the 
changes action of barrier materials of hydraulic field in Near Field is required.   

          In this research, system development for evaluating long-term alteration of 
hydraulic field in Near Field was examined. Examination of the basic specification of 
chemical/dynamic alteration action analysis system used as the composition element 
of this system and a whole system were performed. The research result of this year is 
shown below. 
 
1) The system by which the chemical changes happened by Near Field as influence of 

the exudation liquid from cement material are evaluated was examined. In this 
year, document investigation about the various processes about chemical alteration 
and extraction of a choice, presentation of the uncertainty about a model or data, 
preliminary modeling, a simple analysis tool creation and sensitivity analysis, 
extraction of the process which should be taken into consideration in a system 
valuation modeling and a phenomenon analysis model, and a corresponding 
mathematics model, optimization of the software composition for development of a 
system valuation modeling, the exercise by the preliminary system analysis model, 
the experiment plan for the corroboration of a model were shown. 

 
2) In consideration of change of the physical characteristic accompanying chemical 

alteration of bentonite material and cement material, the system by which the 
dynamic changes action of repository is evaluated was examined. In this year, 
arrangement of the dynamics action of repository for long-term were shown.  
Extraction of a phenomenon made applicable to evaluation was shown. And the 
dynamic models were investigated and the prototype of the dynamics model that 
can take into consideration the characteristic of bentonite material was shown. 
And the basic composition of a dynamic changes action analysis system was shown.   

 
3) The system that considered the chemical changes evaluation system and the 

dynamic changes evaluation system as basic composition was examined. And it 
couples these models. The system for analyzing of hydraulic field in Near Field was 
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examined. In this year, the basic composition of the coupling method and the whole 
system was shown. 

 
This work was performed by KAJIMA Corporation and Quintessa K.K. under contract with Japan 
Nuclear Cycle Development Institute. 
 
JNC Liaison: Materials Research Group, Waste Isolation Research Division, Waste Management 
and Fuel Cycle Research Center, Tokai Works 
*   KAJIMA Corporation. 
**  Quintessa K.K. 
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はじめに 
TRU 廃棄物の処分に関しては、平成 12 年春に公開された TRU 廃棄物処分概念検討書に

おいてその見通しが示された。その中で、処分システムの成立性に最も大きな影響を及

ぼすのは、非吸着性核種の I-129,C-14 等であることが明らかとなった。また、TRU 廃棄

物の処分概念（地層処分ならびに余裕深度処分を対象）の安全裕度評価に重要な評価パ

ラメータの抽出等に関する検討の結果、バリア材料の劣化による透水係数の把握の重要

性が示された。よって今後、処分システムの安全裕度を正確に把握し、より信頼性の高

い性能評価を行うためには、吸着等の核種の移行に係る現象／パラメータを精度よく収

集することに加えて、セメント系材料からの浸出液や硝酸塩によるバリア材料の変質、

透水係数の変化ならびにバリアシステム全体の力学挙動の変遷の結果として生じる可能

性のある処分場およびその近傍（ニアフィールド）の水理場の長期変遷を精度よく予測

評価することが必要である。 

この課題は、高レベル廃棄物の地層処分等の廃棄物処分関連の法体系整備との関わり

や、TRU 廃棄物の処分に関し電気事業者と調整した役割分担（主として基盤となる研究を

進めること）の実施、さらには管理プログラムに示されているサイクル機構から発生す

る廃棄物（硝酸塩を含有するアスファルト固化体や処分後の廃棄体の長期的安定性の検

討が十分なされていない廃棄体等）の処分の道筋を早期に示す必要があること等を考慮

し、４カ年程度(2005年頃まで)でまとめる必要がある。 
このようなニアフィールドの水理場の長期変遷を精度よく予測評価するためには、セ

メント系材料からの浸出液や硝酸塩による各バリア材料の化学的変遷と化学的変質に起

因した各バリア材料の透水係数や力学的特性の変遷を定量的に把握するとともに、これ

ら処分場全体の変遷挙動をふまえたニアフィールドの水理場の長期的な変遷評価を可能

とする評価システムの開発が必要である。 

バリア材料の変遷挙動を考慮したニアフィールドの水理場の長期的変遷評価システム

の開発に必要と考えられる研究項目を下図に示す。 

 

本件では、上記研究項目のうち、⑦に相当するニアフィールドの水理場の長期的変遷

評価システムの構築に向けた検討として、このシステムの構成要素となる化学的／力学

的変遷挙動解析システムの基本仕様ならびに全体システムの基本仕様に関する検討を行

う。 
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1. 化学的変遷および水理学的変遷に関する挙動解析システム 
1.1 コンクリートおよびベントナイト劣化に関する蓋然性の高い選択肢の抽出 

1.1.1.項においては、コンクリート劣化およびベントナイト劣化がシステムの性能評価上、
どのような影響を与えるかを体系的に整理する。そのために、まずは TRU 廃棄物処分シ
ステムの劣化に関して考慮すべき事象を網羅的に抽出し、Features, Events and 
Processes (FEP)リストとして整理する。また FEP間の主要な相関関係を示すインフルエ
ンスダイアグラムを作成することによって、TRU廃棄物処分システムの変遷に関して特に
重要な事象やプロセスを整理する。 

1.1.2.項以降において、重要と判断された事象やプロセスについて、これまでに行われて
きた研究の内容を、文献調査を通じて整理し、化学的変遷に関連する多様なプロセスに関

するモデルオプションやデータから蓋然性の高い選択肢の抽出を行う。 
 
1.1.1 TRU廃棄物処分システムの変遷に関する FEPとインフルエンスダイアグラム 

 
  
図 1.1- 1: TRU廃棄物処分システムの変遷に関するインフルエンスダイアグラム。 
図中の黄色が水理を、緑が化学をまた白が力学関連の FEPを示す。 

TRU廃棄物処分システムの劣化に関する FEPリスト（報告書本編参照）を作成した後、
主要な FEP間での相関関係を示すインフルエンスダイアグラムを作成し、それを図 1.1-1
に示す。図中の青い矢印はプロセスの抑制を、赤い矢印は促進を示す。 
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インフルエンスダイアグラムが示すように、TRU廃棄物処分システムにおける人工バリ
ア材料の劣化は、水理、化学、および力学的なプロセスが双方向にカップリングされた現

象であることが分かる。このことから、プロセスとこれらの間の相互作用の総体が劣化に

寄与するものと考えられる。この連成系の特徴は、いくつかの正のフィードバック機構が

含まれていることであり、劣化が進むにつれて、その進展は自己励起的に加速することと

なる。 
システム全体の性能評価を行うためには、ここで挙げた FEP の内容に相当する事象に
対する最近の研究成果を整理し、不確実性も考慮した上でシステムの性能評価を行う際に

用いる蓋然性の高い選択肢として抽出しておく必要がある。 
以上のことを踏まえて、コンクリート劣化およびベントナイト劣化に関して文献調査を

行い、その内容を次節以降でまとめる。文献調査を通じて蓋然性の高い選択肢を抽出した

後、性能評価を行う際に採用するモデルとデータの不確実性について、1.2.節で整理する。 
 
1.1.2 コンクリート劣化に関する文献調査 
(1) コンクリート劣化による処分場内の pHの時間変化 

Atkinson モデルによれば(Atkinson,1985)、ナトリウムおよびカリウムが処分場から完
全に無くなるまでに、

3105.8 × 年程度を有すると推測され、この期間内の pH は 13 程度
で推移し、その後は、カルシウムの溶解が pHを制御することになる。既往の実験データ
を用いると、液相濃度を、セメント内の異なるカルシウム濃度に対して決定することがで

きる。その後の pHは、セメント内の Ca/Si比が 1.7以上に相当する Ca(OH)2相によって

支配され、この状態の pHが 12.5で 5105.2 × 年間続くと計算される。pHが 12.5から 10.5
に低下する際、Ca/Si比が 0.8と 1.7の間に相当する CSH相によって pHは支配され、こ
の期間は、

6104× 年続くと計算できる。この後、セメントの Ca/Si比が 0.8以下に低下し、
最後に、残存した CSH ゲル相が処分場から取り除かれる。この期間は比較的短い期間だ
け持続し、このことによって pHは 8程度まで低下する。 

Atkinsonによって予想される処分場内での pHの変遷と、pHを支配する固相をまとめ
ると表 1.1-1のようになる。 

 
 
 
 
表 1.1- 1: コンクリート系材料を用いた処分場における地下水化学的変遷の例 
期間 pH pHを支配する固相 

I (<104年程度) 12.5 – 13 KOH, NaOH 
II (<105年程度) 12.5 Ca(OH)2 
III (<106年程度) 10.5 – 12.5 CSHゲル (1.7>C/S>0.85) 
IV (>106年程度) 8 – 10.5 CSHゲル (C/S＜0.85) 
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(2) コンクリートの固相溶解モデル 
コンクリート劣化に関しては、瞬時平衡を仮定したモデルだけでなく、コンクリート化

学的劣化の結果生じる進行波や、構造中の物質移動によって律速される非平衡液組成のモ

デル化オプション、コンクリート領域中に沈殿する可能性のある二次鉱物およびその熱力

学あるいは速度論的性質についても情報を整理しておくことが重要である。 
Berner (Berner, 1987)は、地下水との反応量の関数として pHと溶解生成物を取り扱う
ことにより、実際のコンクリートの固相溶解をモデル化することを試みている。ここでは、

Bernerによって提案されたモデルについて述べる。 
Bernerは、モデル成分の関数として溶解生成物を記述する以下の数式を導いた。 
 

                  logKSO
Ca (OH )2 = −

1
Ca/ Si−1

⋅C1+C2                      (1) 

 

ここで、C1 およびC2  は定数である。 
これらのlogKSO

Ca (OH )2
値を用いて、CSH ゲルの分解を異なる Ca/Si 比でモデル化するこ

とができ、その結果を表 1.1-2にまとめる。 
 

表 1.1- 2 Ca/Si比を関数としたモデル成分の溶解生成物 

 

注; Bernerは Ca/Si比の上限値を 2.5と設定している。 
 
(3) 熱力学を用いたより厳密な固相溶解モデル 

Bernerモデルは、実験結果を基にして経験的に得られたものであり、理論的な裏づけが
不明確である。このことから、熱力学に根ざした幾つかの固相溶解モデルが提案されてい

る。ここでは、理論的な根拠の明確なものとして CSH ゲルを固溶相（solid solution phase）
として取り扱った Börjesson (Börjesson, 1997) のモデルについて概説する。 



JNC TJ8400 2002-032 

－6－ 
 

 

Börjesson は、Guggenheim の熱力学的混合モデルを CSH ゲルに適用しており、エン
ドメンバーとしては Ca(OH)2 と CaH2SiO4を考えている。2つのエンドメンバーに対する
溶解度定数を表 1.1-3に示す。 
 

表 1.1- 3: CSHゲル固溶相に含まれるエンドメンバーの種類と熱力学データ 
Phase 反応式 Log K 

Ca(OH)2 + 2H+ = Ca2+ + 2H2O 22.55 Solid-solution:Ca(OH)2 
 
                      

CaH2SiO4 
 
CaH2SiO4 + 2H+ = Ca2+ + SiO2(aq) + 2H2O  
あるいは 
CaH2SiO4 = Ca2+ + H2SiO42- + 2H2O       

 
15.89 

 
-7.07 

 

したがって、Ca2+, H2SiO42- および OH-を用いて、Ca(OH)2-CaH2SiO4の二成分溶解反

応系に関する質量作用式を以下のように定義することができる。 
 

H2SiO4
2−[ ]Ca2 +[ ]= KCaH2SiO 4

aCaH2SiO 4
= KCaH2 SiO4

XCaH 2SiO 4
γ CaH 2SiO 4

 (2) 

OH−[ ]2 Ca2+[ ]= KCa(OH)2
aCa(OH)2

= KCa(OH)2
XCa(OH)2

γ Ca(OH)2
  (3) 

 

ここで、[Ca2+], [H2SiO42-] および [OH-]はCa2+, H2SiO42- および OH-の液相活量、

KCa(OH)2 およびKCaH2SiO4 は純粋なCa(OH)2 と CaH2SiO4 の エンドメンバーについての
溶解度積である。また、aCa(OH)2 と aCaH2SiO4 は固相反応におけるCa(OH)2 とCaH2SiO4成分

の活量であり、XCa(OH)2 と XCaH2SiO4は平衡状態にある固相でのCa(OH)2 とCaH2SiO4のモ

ル分率、そして、γCa(OH)2 とγCaH2SiO4 は固相の活量係数である。 

 

 

1.1.3 ベントナイト劣化に関する文献調査 
コンクリートと地下水の反応によるベントナイトの劣化機構としては、イオン交換反応、

モンモリロナイト等の初生鉱物の溶解、そして CSH ゲルやゼオライトといった二次鉱物
の沈殿が挙げられる。ここでは、ベントナイトの劣化を、イオン交換反応によるものと、

それ以外によるものに分けて記述する。 
 

(1) イオン交換反応によるベントナイトの劣化 
イオン交換反応は、 
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nZNa + Mn+ = ZnM + nNa+   (4) 
 
として表現され、また、カルシウム選択性が大きいことから、右向きの反応のみを考える

こととする。 
ここで、Z- は層間に帯電した電荷量であり、Mｎ+は陽イオンである。選択定数 K は以
下の式で定義されている。 
 

( ){ }
( ) { }+n

+
n

M
NaM

n

n

ZNa
ZK =     (5) 

 

ここで、（ΖnM）は固相における Mn+のモル当量であり、{Mn+}は液相における Mn+の濃

度である。 
 

( )
∑

=

K,...J,I,
-1

-1
n

i

i

meq
meq

MZ
χ

χ     (6) 

 
I, J, Kは、それぞれ i, j, k,の電荷を持った交換可能な陽イオンであり、また、meq1-χi

は粘土 100ｇあたりの値である。 
 
(2) イオン交換以外の反応によるベントナイトの劣化 
(i) モンモリロナイトの溶解（平衡論） 
粘土の主要な成分であるアルミノ珪酸塩の溶解を考えるうえでは、まず、対応する珪素

およびアルミニウムの液相中での分種化を知ることが必要である。中性近傍の pHでは、
珪素は H4SiO4として存在するが、pH>10では H3SiO4-や H2SiO42-といった化学種が支配

的となる。また、同様に、高 pH条件では Al3+に代わって Al(OH)4-が支配的となる。 
H2SiO42-と Al(OH)4-とがそれぞれ支配的となる超アルカリプルームとの反応では、緩衝

材主成分のナトリウム型モンモリロナイトは次のように変化することとなる。 

 

Na0.33Mg0.33Al1.67Si4O10(OH)2+10.68H2O = 
0.33Na++0.33Mg2++1.67 Al(OH)4-+4 H2SiO42-+8.68H+           (7) 

 

同様にカルシウム置換後のモンモリロナイトの反応は、 
 

Ca0.165Mg0.33Al1.67Si4O10(OH)2+10.68H2O = 



JNC TJ8400 2002-032 

－8－ 
 

 

0.165Ca2++0.33Mg2++1.67 Al(OH)4-+4 H2SiO42-+8.68H+             (8) 
 

となる。これらの鉱物は高 pH側においては熱力学的に不安定となり、水素イオンを放出
しつつ溶解する。また、この反応に伴ってアルカリは緩衝され、超アルカリプルームの移

行が遅延されることとなる。 
 

(ii) モンモリロナイトの溶解（速度論） 
上記の緩衝性に関する議論は、平衡論の立場にたつものであるが、実際には速度論的な

側面も考慮する必要がある。鉱物の溶解について一般的に用いられる遷移状態理論に基づ

くモデルが提案されており、モンモリロナイトの溶解反応速度定数 kについては 10-14.7と

いうデータが得られている（Cama and Ayora, 1998）。また、Camaはまたは実験結果を
説明するための非線形な経験式として、反応速度を 

 
Ak(1-exp(-6×10-10(log(Q/K))6)){10-8.8/[H+]}n             (9) 

 

と表している(Cama et al,2000)。ただし、ここで、A; 反応に寄与する鉱物表面積、k; 溶

解反応速度定数、Q; 溶解度積 K; 平衡定数、n; 定数である。 
また、Huertasらは、最近、高 pH領域においてモンモリロナイトが溶解する振る舞い
について研究を行い(Huertas et al., 2001)、pHが 8.8以上になると、反応速度は以下の式
に従うということを報告している。 
 

10-17.1[H+]-0.34                        (10) 
 

(iii) 二次鉱物の沈殿 
コンクリート反応水と粘土あるいは母岩との反応に伴う二次鉱物の沈殿は、温度および

液相側の組成に強く依存する。液相側の組成としては、アルミニウムおよび珪素に加えて、

水素、ナトリウム、カルシウム、カリウムおよび硫酸基濃度が重要である。このため、コ

ンクリート反応水組成の時間的変遷を反映して、沈殿する二次鉱物の種類も時間とともに

変化する可能性があるものと考えられる。また、処分環境が比較的低温であるため、沈殿

する二次鉱物はアモルファスや結晶性の低いものである可能性が高い。これらの準安定な

鉱物は時間の経過とともに熱力学的により安定な結晶質のものへと変化していく可能性が

あるが、結晶質を基本とした既往の熱力学データベースおよび速度論データの直接的な適

用性には疑問が残されている。 
 

(a) ゼオライト 
初期のコンクリート反応水はナトリウムやカリウムといったアルカリ金属に富んでおり、
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粘土および母岩中の鉱物の溶解によって液相に供給された珪素やアルミニウムとともにゼ

オライトを生成する。 
アルカリプルームの外周に接した粘土（pH=7-10程度と想定）中では、アルカリ金属に
富んだ初期のコンクリート反応水の場合には、アナルサイトが、また、カルシウムに富ん

だ後期のコンクリート反応水の場合には、ルモナイトがそれぞれ最尤な沈澱生成物として

選択されている（Savage, 1996）。 
 

(b) CSH および CASH 
初期のコンクリート反応水では、ナトリウムやカリウムが支配的であるが、高 pH 側で

のカルシウムの反応性が高いために、このような条件でもゼオライトに加えて CSH 

(Calcium Silicate Hydrate)鉱物が沈殿する。 
CSH鉱物は、珪酸塩鉱物と水酸化カルシウム溶液との反応によって生成することが多く
の例で認められている（例えば Savage et al., 1992）。CSHの沈殿速度は一般に大きいた
めに、これらの例における律速過程はいずれも初生の珪酸塩鉱物の溶解であると考えられ

ている。 
コンクリート反応水がカルシウム型に推移するにつれて、二次鉱物中の CSH の割合は
増大する。また、初期に生成したゼオライト中のナトリウムやカリウムも徐々にカルシウ

ムへと置換されることとなる。 
 

以上の文献調査を踏まえて採用された本研究で扱うコンクリート間隙水とベントナイト

反応に関するモデルを以下にまとめる。 
 

表 1.1- 4: 鉱物に対する速度論的な方程式 
鉱物 Rate equation データソース 

Na-montmorillonite (9式) Cama and Ayora, 1998 
Quartz kA(aH+)n(1 – Q/K) Knauss and Wolery, 1988 
Calcite kA(aH+)n(1 - Q/K)m Busenberg and Plummer, 

1986 
 

表 1.1- 5: ベントナイト中の鉱物に対する速度論で用いる定数と係数 
鉱物 Log k n m 

Na-montmorillonite -17.1 -0.34 - 
Quartz -16.3 -0.50 - 
Calcite -5.2 -0.65 0.9 

 
一方、二次鉱物については、平衡論を用いて解析を行った。ベントナイトに対する加水

分解反応とイオン交換データおよび平衡定数の一覧表を表 1.1-6 に示す。すべてのデータ
は EQ3/6, ‘data1.com.R10’ データベース (Wolery, 1992)から得られたものである。 
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表 1.1- 6: ベントナイトに対する加水分解反応、イオン交換データおよび平衡定数 
鉱物 加水分解/イオン交換反応 Log K 

25 °C 
Na-montmor Na.33Mg.33Al1.67Si4O10(OH)2 + 6H+ =  

0.33Na+ + 0.33Mg2+ + 1.67Al3+ + 4SiO2(aq) + 4H2O 
2.4844 

ion exchange 
coefficient 

2ZNa – Z2Ca 0.69 

Calcite CaCO3 + H+ = Ca2+ + HCO3- 1.8487 
Quartz SiO2 = SiO2(aq) -3.9993 
Analcite Na.96Al.96Si2.04O6.H2O + 3.84H+ = 

0.96Na+ + 0.96Al3+ + 2.04SiO2(aq) + 2.92H2O 
6.1396 

Laumontite CaAl2Si4O12:4H2O + 8H+ = Ca2+ + 2Al3+ + 
4SiO2(aq) + 8H2O 

13.6667 

Muscovite KAl3Si3O10(OH)2 + 10H+ =  
K+ + 3Al3+ + 3SiO2(aq) + 6H2O 

13.5858 

Tobermorite Ca5Si6H21O27.5 + 10H+ = 5Ca2+ + 6SiO2(aq) + 
15.5H2O 

63.8445 
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1.2 モデルおよびデータの不確実性についての検討 
1.2.1 コンクリート劣化についての不確実性 
(1) アルカリ成分(NaOH, KOH)の溶出についての不確実性 
コンクリート中に少量残存している NaOH, KOHが加水分解反応によって、特に反応初
期に溶出し、反応初期段階の pHを支配し、pHを 13程度まで上昇させると考えられてい
るが、アルカリ成分の溶出に関する実験、理論的な研究例が少なく、不明な点が多い。 
 
(2) ポルトランダイトの溶出による CSHゲルの生成についての不確実性 

Berner モデルでは、固相の Ca/Si 比に相当する CSH ゲルのエンドメンバーとして
Ca(OH)2 と CaH2SiO4が選択されている。 

Bernerのモデルは測定結果と一致するが、一方、測定結果は、同じカルシウム濃度でも
Ca/Si比の値は測定によって分布しており、測定データに不確実性が内在している。また、
均一な固相が、実際の処分場環境でも存在するという根拠も乏しい。このことから、モデ

ルにおけるCSHゲルのエンドメンバーとしてのCa(OH)2 とCaH2SiO4の選択には不確実

性が残る。 
 

1.2.2 ベントナイト劣化についての不確実性 
(1) ベントナイトのカルシウム化部の透水性・空隙率に関する不確実性 
カルシウム型モンモリロナイトの透水係数実験データがばらついている。このばらつき

の原因の一つとして、実験で用いられる大きな動水勾配も考えられる。 
 
(2) モンモリロナイトの溶解についての不確実性 
 モンモリロナイトの溶解を、平衡論を用いて議論しようとする場合の不確実性として、

H3SiO4-、H2SiO42-、Al(OH)4-などの平衡定数が挙げられる。これら主要な化学種の高 pH
側での平衡定数に関する知見が不足しており、不確実性として残っている。 
 一方、モンモリロナイトの溶解の速度論による記述に関しては、溶解挙動を記述するモ

デルに不確実性が含まれている。遷移状態理論に基づくモデルでは、実験結果を説明する

ことができていない。そこで実験結果を説明するために提案された非線形な経験式は理論

的な裏づけが不明確である。 
 

(3) ゼオライト、CSHゲルの沈澱･溶解に関する不確実性 
 天然に産するゼオライトとしては 45 種類が知られており、そのうち処分場環境下で実
際にどの種類のものが生成されるかは明らかではない。このことから、沈澱生成物の化学

的な緩衝性には不確実性がある。 
 また、CSHゲルについても同様に、実際に生成される種類を同定することは困難である。
また、CSH ゲルが生成後には、熱平衡的により安定な鉱物へと変質すると考えられるが、
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二次鉱物の長期的変遷については不明であり、二次鉱物の影響を長期的、かつ定量的に議

論することは非常に困難であり、不確実性として残る。 
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1.3 予備的なモデルの検討と簡易解析ツールの作成 
 
本研究では、緩衝材の化学的変質に伴う Ca化フロントや溶解フロントの進展、および人
工バリア内の地下水流速の変遷に影響を及ぼす重要なプロセスを抽出することを目的とし

て、TRU廃棄物処分場において想定されるプロセスを考慮し、コンクリートの緩衝材への
影響を網羅的に表すことのできる簡易解析ツールを作成した。 

 
1.3.1 予備的検討のための概念モデル 
 
(1) 評価するプロセス 
 簡易解析モデルでは、廃棄体と緩衝材および EDZの三つの領域を解析の対象とするもの
とした。また、EDZには、コンクリート製の支保が用いられるものとする。 
ここでは、図 1.3-1にまとめた緩衝材の化学的な変遷に関連するプロセスを考慮する。 
  

コンクリートからのCa2+

コンクリートからのOH-

廃棄体 緩衝材 EDZ・支保

Naモンモリロナイトのイオン交換反応
Naモンモリロナイトの溶解
珪酸塩鉱物の溶解

コンクリートの溶解
Ca2+濃度の変化
OH-濃度の変化

コンクリートの溶解に伴う
Ca2+及びOH-の濃度の変化

Ca2＋の拡散
OH-の拡散
Ca化部の拡散性の変化
溶失部の拡散性の変化

コンクリート成分の
溶出による透水性
の上昇

再冠水
動水勾配による移流の発生
Ca化部の透水係数
溶失部の透水係数
Ca化部の拡大による緩衝材健全部の密度低下、劣化
溶失部の拡大による緩衝材健全部の密度低下、劣化

コンクリート成分の溶出に
よる透水性の上昇

コンクリートからのCa2+

コンクリートからのOH-

コンクリートからのCa2+

コンクリートからのOH-

廃棄体 緩衝材 EDZ・支保

Naモンモリロナイトのイオン交換反応
Naモンモリロナイトの溶解
珪酸塩鉱物の溶解

コンクリートの溶解
Ca2+濃度の変化
OH-濃度の変化

コンクリートの溶解に伴う
Ca2+及びOH-の濃度の変化

Ca2＋の拡散
OH-の拡散
Ca化部の拡散性の変化
溶失部の拡散性の変化

コンクリート成分の
溶出による透水性
の上昇

再冠水
動水勾配による移流の発生
Ca化部の透水係数
溶失部の透水係数
Ca化部の拡大による緩衝材健全部の密度低下、劣化
溶失部の拡大による緩衝材健全部の密度低下、劣化

コンクリート成分の溶出に
よる透水性の上昇

 
 

図 1.3- 1: 簡易モデルで考慮するプロセス 
 
(2) Sharp frontを仮定した化学種の反応‐移動モデル 
 緩衝材中の高 pHプルームや Caイオンは、緩衝材中の珪酸塩鉱物と反応しながら、拡散
や移流により移動する。珪酸塩鉱物との反応としては、Caイオンのイオン交換反応と高 pH
プルームによる珪酸塩鉱物の溶解および C-S-H の沈殿が想定される。これらの反応の取り
扱いは、Sharp Frontモデル（報告書本編参照）を用いるものとした。 
  
(3) 水理モデル 
 系内の地下水流動は、再冠水や緩衝材の Ca化、モンモリロナイト溶失による透水性の変
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化等の種々の原因により変化する。これらの変動の水理への影響、または、水理の変動に

伴う緩衝材中の化学的な変遷への影響を簡便に取り込むために、施設を多重同心円形状で

模擬し、これを解析的に解き、簡易解析ツールに用いるものとした。 
 
(4) 化学的変質を伴う物質移動に関するモデル 
 緩衝材内部の化学的な変質としては、以下の現象を取り扱うものとした。 
 
  ・ Caイオンによる Naモンモリロナイトのイオン交換反応（Ca化フロント） 
  ・ 高ｐHプルームによる緩衝材中の珪酸塩鉱物の溶解と沈殿（溶失フロント） 

 
緩衝材内部で想定される反応をまとめ、図-1.3-2に示す。 
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・母岩透水係数の変化に伴う、緩衝材全域での流速の変化
・溶失部及びCa化部の拡大に伴う、緩衝材全域の透水性の変化
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・Ca化部の拡散係数

・溶失部の透水係数

コ
ン
ク
リ
ー
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の
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解
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C
a2+
及
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O
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- の
濃
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の
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・母岩透水係数の変化に伴う、緩衝材全域での流速の変化
・溶失部及びCa化部の拡大に伴う、緩衝材全域の透水性の変化

 
 

図 1.3- 2: 緩衝材内部での化学的変遷挙動に関する模式図 
 

(5) コンクリートの溶解モデル 
コンクリートを含む廃棄体および支保の領域は、Ca2+および OH－の発生源として取り扱
う。緩衝材に接するこれらの領域は、水和後、速やかにコンクリートに含まれる水酸化カ

ルシウムおよび CSH鉱物と平衡に達するものと仮定し、このときのコンクリート空隙水中
の +2Ca および −OH の濃度を、緩衝材中の物質移行に反映するものとした。 
また、今年度の研究が緩衝材の Ca化を明確にすることにあることから、コンクリート中
で +2Ca の濃度が高い期間（Region2）に注目して、コンクリート中の +2Ca 、 −OH の濃度
を簡略に求めるものとした。 
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(6) 化学的変質に伴う密度・膨潤性の低下による自己シール性の喪失に関するモデル 
緩衝材の Ca化やモンモリロナイト溶失といった化学的な変化は、局所的に、空隙率や透
水性等の物性の変化をもたらす。また、化学的な変化に伴って生じる膨潤性の変化により、

領域の全域での力学的なバランスは変動する。モンモリロナイト溶失部や Ca化部が力学的
に脆弱に変質する場合には、緩衝材の健全部は、自己の膨潤圧により、変質部に膨張する

可能性がある。その場合、水みちとなる可能性のある変質部が自己シールされる。反面、

その領域が、緩衝材のもつ自己シール性の限界を超える場合には、緩衝材は要求される止

水性を喪失するまで膨潤する可能性もある。 
本研究では、このような力学的な変遷と化学的な変遷の関連を踏まえ、緩衝材の変質部

である Ca化部や溶失部の体積が、ある程度に増加する（閾値を超える）場合に、系全体の
透水性が変化するものと仮定し、モデルの構築を行った。 
 
1.3.2 数学モデル 
 
 以上のモデルを記述するための数学モデルについての詳細は報告書本編に記載した。 
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1.4 感度解析と各プロセスの優先順位 
1.4.1 感度解析 
 
(1) 解析ツール 
 1.3節で示したモデルを、核燃料サイクル開発機構殿が所有する DAEソルバー、SPADE
（Version2.2）を用いて、解析を行うものとした。 
  
 感度解析の対象とするパラメータの記述部分を以下に示す。 
 
***************************************************************** 
*      INPUT  **                                                * 
***************************************************************** 
CONSTANT saturationV=PARA_SAT;       *緩衝材中の再冠水速度（m/y) 
CONSTANT kwbentCa=PARA_CAKW;         *Ca化部透水係数 
CONSTANT kwbentOH=PARA_OHKW;         *溶失部透水係数 
CONSTANT STRSIO2=PARA_SIO2_STO;      *緩衝材中珪酸塩鉱物ストイキオメトリ
ー 
CONSTANT STRMON=PARA_MONSTO;         *緩衝材中モンモリロナイトストイキ
オメトリー 
CONSTANT DFCABENT=PARA_CA_DF*y2s;    *Ca化部拡散係数 
CONSTANT DFOHBENT=PARA_OH_DF*y2s;    *溶失部拡散係数 
CONSTANT Limitbent=PARA_DEG_RATIO;   *劣化に関する重み 
CONSTANT ubentCa=1-PARA_W_CA;        *Ca化に関する重み（劣化による透水係数
変動） 
CONSTANT ubentOH=1-PARA_W_OH;        *溶失に関する重み 
CONSTANT kwbent1=PARA_DEG_KW;        *全域劣化後の透水係数 
CONSTANT XN=PARA_DEG_CSR;            *H2SiO4 分子種化係数  
CONSTANT kwROCK=PARA_KWROCK;         *母岩透水係数 
CONSTANT rCSH=PARA_RCSH;             *OHによる Ca消費ストイキオメトリー 
  
 
(2) 感度解析の入力条件 
処分場内の水理学的変遷を評価するためには、廃棄体を取り巻く緩衝材の透水性の推移

を明らかにする必要がある。本研究では、緩衝材内部での Ca化する領域、および、溶失す
る領域が、各パラメータに対してどのように変化するかを、感度解析の手法を用い確認す

ることとした。 
感度解析では、解析領域や地質環境条件等、処分システムを構築するうえで、前提とな
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るものに関しては、TRU廃棄物処分概念検討書を参考としてパラメータ値の設定を行うも
のとし、モデルおよびデータの不確実性が大きなベントナイトとアルカリの反応やイオン

交換に係るパラメータは、1.1 節、1.2 節での検討結果を踏まえ、幅広く、それらの影響を
確認することとした。 

 
感度解析の対象としたパラメータは以下の通りである。 
 
① 緩衝材中での化学反応に関するストイキオメトリー 
② 変質した緩衝材の実効拡散係数 
③ Ca化部の透水係数、溶失部の透水係数 
④ 溶失フロント近傍での Ca2+イオンの反応ストイキオメトリー 

⑤ 
−2

42SiOH 分種化に起因するコンクリートから生じる Ca2+と OH-モル比の相違 

⑥ 緩衝材劣化に伴う自己シール性の喪失 
 

 
表-1.4-1～-3に解析に感度解析に用いたパラメータをまとめる。 
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表 1.4- 1 解析の初期条件に関するパラメータ 
 
初期値 
使用コンクリートに関する条件 
緩衝材、固相中の Naモン
モリロナイト初期濃度 

1600mol/m3 

緩衝材、固相中の珪酸塩鉱

物の初期濃度 
16000mol/m3 

[1]70%のベントナイトと 30％のケ
イ砂を想定。ベントナイト中の 50％
はモンモリロナイト、玉髄および石

英が 40％含まれるものと仮定した。 
コンクリート中の Ca濃度 2600 mol/m3 [1]を参照し決定した。 
処分場の仕様、廃棄体のジオメトリー 
支保、緩衝材接触面積 単位坑道長さあたりの面積

44m2 
廃棄体幅および緩衝材の厚さから決

定 
廃棄体の大きさ 廃棄体幅 9.2ｍ [2]廃棄体グループ２に想定された処

分坑道を参考とする。 
支保および EDZの厚さ 支保厚さ 5ｃｍ、EDZ の厚

さ 0.5ｍ 
[2]結晶質岩処分概念を参考とする。 

緩衝材の厚さ 1.4ｍ [2]廃棄体グループ２に想定された処
分坑道を参考とする。 

躯体および廃棄体の体積、

表面積 
単位坑道長さあたりの体積 
67m3、表面積 33m2 

廃棄体幅から設定 

緩衝材の空隙率 0.4 固定値、[2]から設定 
その他 
動水勾配 0.01 [2]を参照して決定 

保守ケースとして 0.1を想定 
 
[1](Börjesson, 1997)  
[2](核燃料サイクル開発機構,2000) 
[3](前田ら、1998） 
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表 1.4- 2 領域および水理に関するパラメータ 

   
緩衝材の冠水速度 0.02(m/y) [2]では、施設全体の冠水に係る時間を 300年

程度と推定している。緩衝材部分が冠水する

までの期間を単純に、施設の大きさ（半径）

と緩衝材の厚さで決定した。 
緩衝材健全部の透水

係数 
5x10-13(m/s) [2]Na型ベントナイトの透水係数 

緩衝材 Ca 化部の透
水係数 

3x10-12,3x10-11 
3x10-10,3x10-9 
3x10-8(m/s) 

[2]で示された範囲の値を含み上限、下限とす
る。[3]では、乾燥密度 1.5g cm-3以下の場合

の透水係数として 1x10-12～1x10-10(m/s)の測
定結果が報告されている。[2]での設定値がこ
れに基づく値であることから、[2]での設定値
の含む範囲として、1 桁下を下限として、上
限値は、この範囲を 2桁超える領域まで広く
感度を確認することとした。 
 
他の解析における標準値：3x10-11(m/s) 

モンモリロナイト溶

失部の透水係数 
3x10-12,3x10-11 
3x10-10,3x10-9 
3x10-8(m/s) 

Ca化と同じ範囲で設定 
 
他の解析における標準値：3x10-11(m/s) 

Na 型の緩衝材の実
効拡散係数 

5x10-11ｍ2/s [2]での設定値を使用する。 
 

Ca 化した緩衝材の
実効拡散係数 

5x10-11,5x10-10 
5x10-9,5x10-8ｍ2/s 

他の解析における標準値：5x10-10(m2/s) 
Na型の緩衝材と同値を下限とし、２桁大きな
領域まで設定した。 

支保およびEDZの透
水係数 

支保健全時 1x10-6(m/s) 
劣化時 1x10-5(m/s) 
EDZ ：母岩の 10倍 
 

[2]での設定値を使用する。 
EDZの透水係数は母岩透水係数の10倍とし、
支保厚さと EDZの厚さで加重平均をとる。 
支保中の Ca 濃度が０となった時点で劣化し
たものと見なし、透水係数を変動させる。 

廃棄体中の透水係数 健全時  1x10-6(m/s) 
劣化時 1x10-5(m/s) 

[2]での設定値を使用する。 
 
廃棄体中の Ca 濃度が０となった時点で劣化
したものと見なし、透水係数を変動させる。 

母岩透水係数 1x10-9 
1x10-8  
1x10-7(m/s) 

保守ケース設定として、2 桁高い領域まで想
定（このケースでは、動水勾配も 0.1、Ca化
部、溶失部の透水係数を砂程度である

1x10-5m/sとした） 
 
他の解析における標準値：1x10-9(m/s) 

緩衝材劣化に関す

る、未変質部、Ca化
部、溶失部の重み 

健全部１ 
（Ca化部 1溶失部 0） 
とし、劣化閾値を 0.75, 
0.5, 0.25とした。 

他の解析における標準値：劣化を想定しない

ものとした。（Ca化部：１、溶失部：１） 

自己シール性喪失後

の緩衝材未変質部の

透水係数 

1x10-5(m/s) 砂程度の高い透水係数の値とした。 
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表 1.4- 3 反応方程式に関するパラメータ 
 

パラメータ 設定値 設定根拠 
 
モンモリロナイトのイオ

ン交換反応のストイキオ

メトリー 
 

 
0.5 

 
固定値 
Naと Caのイオン交換反応式より決
定 

 
珪酸塩鉱物反応のストイ

キオメトリー 

 
モンモリロナイト 
8.68、6.68、4.68、2.68、
0.68 
 
 
 
石英、玉髄、ケイ砂 0,1,2 
 

 
モンモリロナイトは分種化を考慮

し、最大値を 8.68とする。最小値は
0.68とした。1.1でのモンモリロナイ
トの溶解の不確実性を考慮し、広い

範囲で値を設定した。 
 
他の解析における標準値：8.68、0.68 
 
他の解析における標準値：0,2 
 

 
二次鉱物反応に関与する

水酸基と Caイオンのモル
比 

 
1,0.5 

 
当パラメータは、緩衝材内部での鉱

物の溶解と沈殿の生成機構に依存す

る。しかしながら、緩衝材内部での 2
次鉱物（CSHゲル等）の沈殿生成に
関して現状では、値の設定に至るほ

どの知見が十分ではなく、そのため

この影響の感度を確認するのみとし

た。 
他の解析における標準値：1 
 

 
C-S-H( 42 SiOCaH )の分種
化に伴う OH イオンの放
出量 

 
0、1、2 

−− +↔ OHSiOSiOH aq 2)(2
2

42
 

−−− +↔ OHSiOHSiOH 33
2

42  
および分種化しないケースを想定 
 
他の解析における標準値：１ 
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1.4.2 各プロセスの優先順位 
 
 人工バリア内部の流速や、Ca化および溶失フロントの移動に関して以下のパラメータに
関して感度解析を実施した。 
 
① 緩衝材中での化学反応に関するストイキオメトリー 

② 変質した緩衝材の実効拡散係数 

③ Ca化部の透水係数、溶失部の透水係数 
④ 溶失フロント近傍での Ca2+イオンの反応ストイキオメトリー 

⑤ −2
42SiOH 分種化に起因するコンクリートから生じる Ca２+と OH-モル比の相違 

⑥ 緩衝材劣化に伴う自己シール性の喪失 

 

この中で、⑤に関しては、本検討の範囲では、緩衝材の変質速度等の結果に大きな影響

を与えていない。 

③および⑥は、人工バリア内部の透水係数の変化に応じて、地下水流速に影響を与える

ものの、期待される周辺母岩での水理環境では、流速の絶対値は小さい。想定される母岩

の水理環境では、化学種の移動は拡散プロセスに依存するものと予想される。しかしなが

ら、長期的な不確実性を考慮し、母岩中の地下水流量を大きく設定するケースでは、人工

バリア内部の透水性の上昇により人工バリア内部が移流支配となる可能性が大ききことか

ら、核種移行へ強く影響を与えるものと考えられる。また、母岩中の地下水流量が大きい

と同時に、緩衝材内部の透水性が極めて高くなるような場合（自己シール性の喪失、溶失

部の透水係数の極端な上昇）には、人工バリア内部の流速の上昇に加え、溶失フロントの

移動速度も上昇する。 

④は、Ca化の進展速度に強い影響を及ぼすものと予想される。特に、溶失フロントが早
く形成される廃棄体側では、④の影響により Ca化の進展速度が鈍化しているものと予想さ
れることから、緩衝材の Ca化に関してはこのプロセスの解明の優先度は高いものと判断す
る。 

②は、溶失フロントおよび Ca 化フロントの移動に関して強く影響を与える。特に、Ca
化の速度は溶失化の速度に比べ速いことから、緩衝材の Ca化に伴う実効拡散係数の変動は、
緩衝材自身の変質に加え、緩衝材中の核種の移動に強く影響を与えるものと予想される。 

①は、溶失フロントおよび Ca化フロントの移動に関して、最も影響を与えるパラメータ
と判断される。特に、珪酸塩鉱物のストイキオメトリーは、緩衝材中のケイ砂、玉髄の量

が多いことから、溶失フロントの進展に影響を与え、また、溶失フロントの生成時は OH-
との反応量も多く、結果として、Ca化フロントの移動へも影響する。モンモリロナイトの
ストイキオメトリーの幅は大きく、これも、珪酸塩鉱物のストイキオメトリーほどではな

いが、各フロントの進展速度への影響は大きい。 

したがって、本検討における周辺母岩での水理環境を前提とする場合の重要なプロセス
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としては、以下の順位付けが妥当であると考える。 

 

 (a) OH-と珪酸塩鉱物の反応プロセス（①） 
 (b) OH-とモンモリロナイトの反応プロセス（①） 
 (c) 緩衝材中での CSH鉱物の生成プロセス（④） 
 (d) 拡散による化学種の移動プロセス（②） 
 (e) Ca化や溶失に伴う劣化および自己シール性の喪失に関するプロセス（③、⑥） 
 
ただし、周辺母岩の水理環境の将来的な不確実性等を考慮する場合には、(e)の順位は大
きく上昇する。 
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1.5 現象解析モデルとシステム評価モデル 
化学的変遷挙動解析システムは、ベントナイト系材料の化学的変遷によって生じ得るニ

アフィールド水理条件の時間的変化を解析するものである。化学的変遷は、鉱物組成の変

化に伴う透水係数や拡散係数の変遷を介して水理・物質移動プロセスと相互に影響を及ぼ

しあうものであるため、評価にあたっては、水理・物質移動と化学反応系とを強連成した

解析システムを構築することが必要となる。ここでは、次年度以降行うシステム開発のた

めに、前出の感度解析の結果を踏まえて、システム評価モデルおよび現象解析モデルのそ

れぞれにおいて考慮すべきプロセスおよび対応する数学モデルを抽出する。 
 
1.5.1 現象解析モデル 
(1) ベントナイトモデル 
前出の簡易モデルを用いた感度解析の結果は、ベントナイト溶解フロントの進展に対し

て、モンモリロナイト1mol当たり消費することのできる水酸基のmol数が重要となること、
つまり、換言すれば、二次鉱物の沈殿によってモンモリロナイトの溶解が促進される可能

性を示しており、今後の解析における二次鉱物の選定および対応するデータの付与が重要

となる。しかしながら、既に述べた通り、短期的な試験から長期的な時間スケールで生成

する二次鉱物を正確に把握することには本質的な困難があり、また、ナチュラルアナログ

事例としても、モンモリロナイトと高アルカリ水の共存するようなものは見出されていな

い。そこで、以下の検討においては、 
 
• 試験結果やナチュラルアナログの観察結果等を参考としつつ、現在得られる知見に照らし

て最尤と考えられる反応系の選定 
• モンモリロナイト溶解を促進する効果が高いという意味で保守的な反応系の選定 
 
を試みることとした。 
 
(i) 現在の知見に照らして最尤と考えられる反応系の選定 
 選定においては、 

• 実験あるいはナチュラルアナログ研究において観察されており、沈殿が生ずると考

えることの蓋然性が高い 
• 熱力学データおよび/あるいは反応速度データが入手可能である 

 
という観点から、以下の表に示した反応系を選択した。 
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表 1.5- 1: 最尤な反応系の例 
鉱物 観察例 データの有無 

クラス 鉱物 

反応式 

実験 ナチュラル

アナログ 

熱力

学 

反応

速度 

CSH (C/S大) Hillebrandite 

Ca2SiO3(OH)2:0.17H2O + 4H+ =2Ca2+ + SiO2(aq) + 

3.17H2O 

実験的には確認されていないが、

典型的な鉱物である。 

○ × 

CSH (C/S小) Tobermorite 

Ca5Si6H21O27.5 + 10H+ = 5Ca2+ + 6SiO2(aq) + 8H2O 

実験的には確認されていないが、

典型的な鉱物である。 

○ × 

ゼオライト(Na型) Analcite 

Na.96Al.96Si2.04O6.H2O + 3.84H+ = 

0.96Na+ + 0.96Al3+ + 2.04SiO2(aq) + 2.92H2O 

Fujiwara et al., 

1998 

Ichige et al., 

1998 

Savage, 

1996 

○ ○ 

ゼオライト(Ca型) Laumontite 

CaAl2Si4O12:4H2O + 8H+ = Ca2+ + 2Al3+ + 4SiO2(aq) + 

8H2O 

- Savage, 

1996 

○ ○ 

 

(ii) 保守的な反応系の選定 
二次鉱物の候補となる 14A-tobermoriteは、pH>10の領域において、沈殿によって水素
イオンを消費する、すなわち pHを上昇させるものであることが、モンモリロナイトの溶解
促進に寄与する原因と考えられる。そこで、二次鉱物の広範な候補について、同様の検討

を行うことによって、モンモリロナイトの溶解を促進するという観点から保守的なものの

選定に資する情報を整理した結果、各タイプの空隙水について、それぞれの期間に沈殿し

ている主要な鉱物は以下の通りであることが分かった。 
 

表 1.5- 2: 各タイプの空隙水において pH低下を抑制する二次鉱物 
コンクリート空隙水 pH低下を抑制する二次鉱物 

Region I Leucite 
Natrolite 
Analcite 

Region II Tobermorite 
Scolecite 
Stilbite 
Analcite 

Region III Analcite 
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これらの鉱物は、極めて高い pHの場合に CSHである Tobermoriteが沈殿する以外は、
いずれもゼオライト系のものであり、つまり、反応速度論的な効果を無視していずれの反

応も速く進展するものと仮定した場合には、ほとんどの期間で CSH系の鉱物よりも、ゼオ
ライト系の鉱物による pH低下の抑制作用が大きいことがわかる。ただし、実験系において
は、ゼオライト系鉱物の反応速度が比較的遅いために、このような効果は顕在化していな

いものと考えられる。 
 
以上から、今後の解析において、二次鉱物の沈殿によるモンモリロナイト溶解の促進効

果の上限を把握するためには、Tobermorite等の CSH系の鉱物に加えて、上表中のゼオラ
イト系鉱物の一部を反応系に含め、かつ、反応速度を十分に速く仮定することが有効と考

えられる。 
 
(iii) 例題演習のためのモデル 
上記した選択をもとにして、例題演習のためのモデルとしては以下を設定した。なお、

ベントナイトは、Na型モンモリロナイト、ケイ砂および方解石（カルサイト）が含まれて
おり、初期空隙率は 40％である。 
 

表 1.5- 3: 鉱物に対する速度論的な方程式 
kは pH=0における反応速度定数、Aは反応に寄与する鉱物の面積（単位はm2）、n と mは定数、Q と Kは、それぞ

れ加水分解反応に対する溶解度積と平衡定数である。 

鉱物 Rate equation データソース 
Na-montmorillonite k.A.(aH+)n.(1 – Q/K) Huertas et al., 2001 
Quartz k.A.(aH+)n.(1 – Q/K) Knauss and Wolery, 1988 
Calcite k.A.(aH+)n.(1 - Q/K)m Busenberg and Plummer, 

1986 
 
表 1.5- 4: 25 °C中にあるベントナイト中の鉱物に対する速度論で用いる定数と係数 

データの出典は図 1.5-3と同じ。Log k (pH = 0)の値の単位はmol m-2 s-1である。 

鉱物 Log k  n m 
Na-montmorillonite -17.1 -0.34 - 
Quartz -16.3 -0.50 - 
Calcite -5.2 -0.65 0.9 
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表 1.5- 5: ベントナイトに対する加水分解反応、イオン交換データおよび平衡定数 
全てのデータは EQ3/6, ‘data1.com.R10’ データベース (Wolery, 1992)から得られたものである。 

鉱物 加水分解/イオン交換反応 Log K 
25 °C 

Na-montmor Na.33Mg.33Al1.67Si4O10(OH)2 + 6H+ =  
0.33Na+ + 0.33Mg2+ + 1.67Al3+ + 4SiO2(aq) + 

4H2O 

2.4844 

ion exchange 
coefficient 

2ZNa – Z2Ca 0.69 

Calcite CaCO3 + H+ = Ca2+ + HCO3- 1.8487 
Quartz SiO2 = SiO2(aq) -3.9993 
Laumontite CaAl2Si4O12:4H2O + 8H+ =  

Ca2+ + 2Al3+ + 4SiO2(aq) + 8H2O 
 

Analcite Na.96Al.96Si2.04O6.H2O + 3.84H+ = 
0.96Na+ + 0.96Al3+ + 2.04SiO2(aq) + 2.92H2O 

 

Muscovite KAl3Si3O10(OH)2 + 10H+ =  
K+ + 3Al3+ + 3SiO2(aq) + 6H2O 

13.5858 

Tobermorite Ca5Si6H21O27.5 + 10H+ = 5Ca2+ + 6SiO2(aq) + 
15.5H2O 

63.8445 

 
(2) コンクリートモデル 
 前出の簡易モデルによる感度解析の結果、コンクリート劣化に伴う空隙水組成の経時変

化も重要と成り得ることがわかった。そこで、この観点に着目して、現象解析モデルで用

いるコンクリートモデルを以下のように設定する。 
 
表 1.5- 6: C-S-Hゲル固溶相に含まれるエンドメンバーの種類と熱力学データ 
相 反応 Log K 

Ca(OH)2 + 2H+ = Ca2+ + 2H2O 22.55 Solid-solution:  
Ca(OH)2 
                       
CaH2SiO4 

CaH2SiO4+2H+=Ca2++SiO2(aq)+2H2O       15.89 
                      あるいは 
CaH2SiO4=Ca2++H2SiO42-+2H2O           -7.07 

 
Ca2+, H2SiO42- および OH-を用いて、Ca(OH)2-CaH2SiO4の二成分溶解反応系に関する

質量作用式を以下のように定義することができる。 
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H2SiO4
2−[ ]Ca2 +[ ]= KCaH2SiO 4

aCaH2SiO 4
= KCaH2 SiO4

XCaH 2SiO 4
γ CaH 2SiO 4

 (11) 

OH−[ ]2
Ca2+[ ]= KCa(OH)2

aCa(OH)2
= KCa(OH)2

XCa(OH)2
γ Ca(OH)2

  (12) 

 
ここで、[Ca2+], [H2SiO42-] および [OH-]はCa2+, H2SiO42- および OH-の液相活量、

KCa(OH)2 およびKCaH2SiO4 は純粋なCa(OH)2 と CaH2SiO4 の エンドメンバーについての
溶解度積である。また、aCa(OH)2 と aCaH2SiO4 は固相反応におけるCa(OH)2 とCaH2SiO4成

分の活量であり、XCa(OH)2 と XCaH2SiO4は平衡状態にある固相でのCa(OH)2 とCaH2SiO4の

モル分率、そして、γCa(OH)2 とγCaH2SiO4 は固相の活量係数である。 
 
固相の活量係数は以下の式から求められる。ここで、A0 と A1 の値はそれぞれ 3.262 、

13.44 kJ/moleである。 
 

ln γ CaH2SiO 4
= XCa(OH)2

2 3.262 − 13.44 3XCaH 2SiO 4
− XCa(OH)2( )+ ...[ ]  (13) 

 

ln γ Ca(OH)2
= XCaH 2SiO 4

2 3.262 + 13.44 3XCa(OH)2
− XCaH 2SiO4( )+ ...[ ]  (14) 

 
結果として、(11)-(13)式は C-S-H 固相と平衡状態にある液相の成分を定義するために用
いることができる。 

 
セメント中の各鉱物についての熱力学データを表 1.5-7に示す。また、ギブサイト、カル
サイト およびポルトランダイトも生成鉱物として考慮する。 

 
表 1.5- 7: コンクリートに対する加水分解反応、イオン交換データおよび平衡定数 

いずれのデータも EQ3/6, ‘data1.com.R10’ データベース (Wolery, 1992)および Börjesson (Börjesson, 1997)に基づく。 

鉱物 加水分解反応 Log K 
25 °C 

Ca(OH)2 Ca(OH)2 + 2H+ = Ca2+ + 2H2O 22.55 
CaH2SiO4 CaH2SiO4 + 2H+ = Ca2+ + SiO2(aq) + 2H2O 15.89 
Brucite Mg(OH)2 + 2H+ = Mg2+ + 2H2O 16.2980 
AFm Ca4Al2SO10:12H2O + 12H+ = 4Ca2+ + 2Al3+ + SO42- + 

18H2O 
70.3 

Katoite Ca3Al2H12O12 + 12H+ = 3Ca2+ + 2Al3+ + 12H2O 78.9437 
Calcite CaCO3 + H+ = Ca2+ + HCO3- 1.8487 
Gibbsite Al(OH)3 + 3H+ = Al3+ + 3H2O 7.7560 
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(3) 速度論的化学反応を考慮した多成分系分散・移流モデル 
上記のベントナイトおよびコンクリートについての現象解析モデルは、多成分系につ

いての反応拡散方程式によって定式化した。 
 
多成分系の方程式群をコンパクトに記述するために、ベクトル表記を導入し、ベクト

ル表記を用いて、反応、移流、そして分散に関する方程式系の全体は次のように定式化

される。 
 

( ) ( ) l
Il Z

li
k

Ik M

ki

Ij
jjiiAi W

F
R

F
SvuIiTu

t
ZMC

∑∑∑
∈∈∈

−−−=
∂
∂ γ

θ
βαθ ,,, ,  AIi ∈ ,      (15) 

( ) ( ) iiCi SvcIiTc
t

+=
∂
∂ ,,,θ ,  CIi ∈ ,                  (16) 

( ) ii Rm
t

=
∂
∂ ,  MIi ∈ ,                        (17) 

( ) ii Wz
t

=
∂
∂ ,  ZIi ∈ .                        (18) 

 

ただし、 ( ) ( )( )txmtxutxRi ,,,,,  (mol/m3/s)および ( ) ( )( )txctxutxS j ,,,,,  (mol/l/s) は、そ

れぞれ鉱物 i および「錯体」jの反応に対応するソースタームであり、陽イオン交換に
対応するソースタームを ( ) ( )( )txztxutxWi ,,,,,  (%/s)とする。また、物質移動に関する微
分演算子を形式的に ( ) ( )( )txvtxpIiT iP ,,,,, と書く。ただし PIi ∈ であり、 AP = の場合
には ii up = であり、また、 CP = の場合には ii cp = である。 
 
なお、 MF および ZF は、鉱物と陽イオン交換の占有率における単位が基本化学種の濃
度の単位と異なることを補正するための定数である。 
 
次に、媒体空隙率の変化が、圧縮や膨張といった力学的な現象によらず化学反応に伴

う鉱物学的な変化のみによるものであるとすると、次式が得られる。 
 

( ) ∑
∈

−=
∂
∂

MIj
jjRV

t
θ                          (19) 

 

ここで jV は鉱物 jのモル体積である。 
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最後に、空隙水の移動に関する支配方程式は次の通りである。 
 

SS
∂
∂t

h( ) +
∂
∂t

θ( ) =
∂
∂x

K x,t,m x,t( ), z x, t( )( ) ∂
∂x

h( ) 
 

 
             (20) 

 
ただし、h = h x, t( )は水頭, Kは透水係数、 SS は比貯留係数であり、Kは一般に鉱物
組成およびイオン交換の程度に依存する。 
 
液相反応 
液相中の反応は瞬時平衡を達成するものと仮定することから、質量作用式 

 

[ ] 1=Π
∈ j

i

Ii K
u ji

A

α

, CIj ∈                         (21) 

 
によって反応が記述される。 
 
遅い鉱物反応 
遅い鉱物反応は、一般的に以下の形式の方程式によって表現される。 

 

( ) ii Rm
t

=
∂
∂ ,  MIi ∈                        (22) 

 
 また、 iR は一般に 

• 基本化学種濃度（pHを含む） 
• 鉱物濃度 
• 反応に寄与する表面積 
• 温度 

の関数である。 
 
速い鉱物反応 
ある鉱物 jの溶解・沈殿反応が物質移動に比して十分に速く、したがって瞬時平衡を
達成すると仮定すべき場合には、 

 

1=
j

j

K
Q

,                                 (23) 
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Qj =
i∈IA
Π ui[ ]β ji  

 
を解くことが必要となる。(23)式は、平衡多様体と呼ばれ、当該鉱物が存在する間は、
常に基本化学種の濃度が解空間の中で対応する部分領域（多様体）上にあることを要求

するものである。 
 

(4) 水理解析モデル 
(i) 定常地下水流動モデル 
 感度解析結果からもわかるとおり、地下水流動としては、緩衝材冠水後の長期的なプ

ロセスが重要であり、かつ、後述する鉱物組成変化に伴う透水性変化は緩やかなもので

あるため、定常状態の流動を知ることで十分である。そこで、現象解析モデルとして、

以下に示す定常飽和地下水流動モデルを考えることとする。 
 
①ダルシー則 

j
ij

j
iji x

Pgk
x

kU
∂
∂

=
∂
∂

=
0ρ

ϕ
                         (24) 

②連続の式 
 

0=+
∂
∂ QU
x i

i

                             (25) 

 
ただし 

（淡）水の密度圧力水頭位置水頭

座標透水係数ダルシー流速

:,:,:

:,:,:

0ρϕz

xkU iji  

 
(ii) 変質に伴う透水性変化のモデル 
多孔質媒体中の粒子間隙を流れる複雑な経路を単純化して、長さ LE 、径 DE の直管に相
当すると考える。この時、次式が成立する。 

 

( )ε
εεε
−

===

==

1
4

'
4

'
4

44

VVV

E

SSVS
V

D
積媒体中の粒子の全表面

媒体中の空隙の容積

流路の浸辺長

流路断面積

          (26) 
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ただし、 
V [m3]: 媒体の全容積 
ε: 空隙率 
SV’= SV (1-ε) : 媒体単位容積あたりの粒子表面積 
SV : 粒子の単位容積あたりの表面積（径 dp の球では SV  =6/dp ） 
µ: 水の動粘性係数 
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1.5.2 システム評価モデル 
 システム評価モデルは、人工バリアあるいは処分場の具体的な形状および特性分布を考

慮しつつ、多成分反応移動モデルと水理解析モデルという二つの主要な現象解析モデルを

連成して解析するものである。ここで、既に述べたように、多成分反応移動モデルの計算

負荷は極めて大きく、このため、多成分反応移動についての現象解析モデルを、高速で演

算可能な近似解によって代替することが合理的と考えられる。ここでは、このような近似

的な高速モデルの候補として、 
 
• 簡易な保守的モデル 
• ニューロネットワーク 
• セルラーオートマタ 
 
について整理した。詳細については、報告書本編を参照されたい。 
システモデルにおける多成分移動・水理強連成問題において、反応・移流・分散問題に

ついては、セルラーオートマタによる解析を高速で行うことが可能であるが、不均一場に

おける定常地下水流動解析についてはセルラーオートマタによる解法は精度および計算効

率の点で必ずしも最適なものではない。そこで、このような連成現象を扱うための方法と

して、セルラーオートマタと微分方程式の数値解法とを組み合わせたハイブリッドアプロ

ーチが考えられる。以下に、多成分反応移動現象について上述したセルラーオートマタを

用い、定常地下水流動問題については、1.5.1項に述べた方程式を数値解法することによっ
て連成現象についての解析を行った例（高瀬, 出版準備中）をまとめる。 
 
 図 1.5-1は、強連成効果を無視した（つまり、化学反応の結果、透水性が上昇する効果を
考慮しない）変質解析の結果である。変質フロントは均一な形状を保ちつつ伝播している

ことがわかる。これに対して、図 1.5-2は、化学反応の結果生じる透水性の上昇を考慮した
強連成解析の結果である。透水性が少しでも高い場所（初期条件のゆらぎにより必ず存在

する）にはより多くの地下水が入り込み、この結果、他の場所よりも速く劣化が進展する、

という正のフィードバックが働くことにより、初期にはほとんど均一であった媒体（方解

石）中に選択的劣化の生じる箇所（粘性指状体と呼ばれる）が現れることがわかる。また、

連成方法を除いて全ての条件やパラメータ値は同じであるのにもかかわらず、図 1.5-2では
劣化フロントが図 1.5-1よりも速やかに進展していることが明らかである。 
 
 強連成問題を代数微分方程式系として定式化し、数値的に解く作業は多大な計算労力を

要する。これに対して、セルラーオートマタでは比較的簡単にシミュレーションを行うこ

とが可能であるため、粘性指状体の形成のような定性的特長を調査するという用途には適

しているものと考えられる。 
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よる方解石溶解フロントの伝播（高瀬、出版準備中） 
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図 1.5- 2: 強連成モデルによる方解石溶解フロントの伝播（高瀬、出版準備中） 
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1.5.3 現象解析モデルによる解析の例 
 1.5.1項にまとめた多成分反応移動モデルを用いて、図 1.5-3に示す体系（TRU報告書に
おける結晶質岩ケース）に対して例題演習を行った。なお、両端をNeuman境界条件とす
ることにより、コンクリートから溶出したアルカリ成分の全量が緩衝材に供給される状況

を作った。解析結果をまとめたものを図 1.5-4に示す。なお、この例題演習では、各メッシ
ュにおける空隙水体積を一定という条件で解析を行ったため、二次鉱物の沈殿が顕著に進

んでいる箇所ではメッシュのバルク体積が大きく変動している。化学反応によって、この

ような大きな体積変化が生じ得ることは、力学解析モデルとの何らかの連成を現象解析モ

デルのレベルでも考慮せざるを得ないことを意味するものと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.5- 3: 解析体系 
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図 1.5- 4: コンクリート・ベントナイト境界近傍での鉱物組成の時間変化 
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1.6 数値解法とソフトウェア構成 
1.6.1 DAEの数値解法 
 1.5 節において述べた現象解析モデルおよびシステム評価モデルは、いずれも、基本的
には微分代数方程式系 (DAE : Differential-Algebraic Equations) として定式化される。
DAE の解法は主に以下の 2 通りに分類することができる。（a）直接的な離散化、（b）再
定式化により階数を降下した後の離散化を組み合わせた方法。 
再定式化は、ユーザーの情報インプットをより多く必要とし、更によりユーザーの関与

が生じるため、直接的な離散化が好ましいと考えられる。他方、再定式化法が好まれる理

由としては、直接離散化法の適用可能な問題が、実質的に DAE システム１階と汎用的な
２階の DAEに限られている為である。本研究で扱う DAEはいずれも１階のものであるた
め、直接的離散化のみについて検討を加えるものとする。 

 
直接的離散化の最も簡単なものは前進オイラー法であるが、この方法を適用して安定な

数値解を得ることのできる問題は限られている。そこで、BDF (Backward Difference 
Formulae)および Randau collocation 法というより高度な手法が開発されているが、本研
究で検討する１階の“硬い”（固有値のばらつきが大きい）DAE 系については、BDF 法が
一般に優位であることが知られている。 
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1.6.2 ソフトウェア構成 
 1.5 節で述べたように、システム評価モデルの内容は、多成分反応移動モデルを以下の
うちいずれの方法で近似的に代替するかによって異なることとなる。 
 
• 簡易な保守的モデル 
• ニューロネットワーク 
• セルラーオートマタ 
 
 そこで、以下では、それぞれの方法を採った場合に、システム評価モデルと現象解析モ

デルとから成る化学的変遷および水理学的変遷に関する挙動解析システムがどのような構

成をとるべきかについて検討を加えることとする。 
 
(1) 簡易な保守的モデルをシステム評価モデルとして用いた場合 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.6- 1: 簡易な保守的モデル（二次元 Sharp frontモデル）をシステム評価モデルとし
て用いた場合の各タイムステップでの計算手順およびソフトウェア構成 

システム評価モデル 

（二次元 sharp frontモデル）

現象解析モデル 

（一次元多成分反応移動モデル）

現象解析モデル 

（二次元飽和定常流動モデル）

現象解析モデル 

（Kozeny-Carmanモデル） 

各タイムステップでの

フロント中心位置 

フロント近傍での空隙率

プロファイル 

透水係数分布 

地下水流速分布 

反応領域の大きさと反

応速度・時間等の関係

BDF 法による代数微分方程式系ソーバー 
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このアプローチの場合には、現象解析モデルによる詳細な解析をあらかじめ多数回実施

し、拡散や移流等の物質移動速度と反応速度あるいは時間に依存して反応領域の大きさが

どのように変化するかについての数表を作成しておくことが必要となる。そして、この数

表を何らかの補間式で表現すれば、図 1.6-1 に示す解析の全体は、一つの代数微分方程式
系として定式化することが可能となる。そこで、この場合のソフトウェア構成としては、

BDF法を用いた単一のソーバーを考えればよいことになる。 
 
(2) ニューロネットワークをシステム評価モデルとして用いる場合 
ニューロネットワークは、与えられた離散的な写像を「学習」するものであり、全く新

しい問題についての計算結果を提示することは不可能である。そこで、このアプローチは、

それ自体が独立したシステムとなるのではなく、(1)に示した保守的な簡易モデルをシステ
ム評価モデルとして用いる場合の解析を、パラメータスタディー的に多数回実施する場合

に、過去の解析結果を「学習」しておき、類似した問題についての近似的な解を高速で算

出する補助的なツールと捕らえるべきと考えられる。この場合の計算の手順は図 1.6-2 に
示すとおりであり、また、ソフトウェア構成としては、(1)のものに加えて、汎用のニュー
ロネットワーク解析ツールを用意すればよい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.6- 2: ニューロネットワークを用いた場合の計算の手順 

過去の問題の事例 

ニューロネットワーク 

学習 

近似的な解を高速で推定 
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(3) セルラーオートマタをシステム評価モデルとして用いる場合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.6- 3: セルラーオートマタをシステム評価モデルとして用いた場合の各タイムステッ

プでの計算手順およびソフトウェア構成 
 
この場合には、多成分反応移動問題は、現象解析モデルによる代数微分方程式の数値解

とは独立に解かれることとなり、現象解析モデルの役割は、セルラーオートマタによる解

の検証を行うものとなる。そして、この検証が終われば、図 1.6-3 に示すように、各タイ
ムステップごとにセルラーオートマタと多成分反応移動モデル以外の現象解析モデルとを
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（セルラーオートマタ） 

現象解析モデル 

（一次元多成分反応移動モデル）

現象解析モデル 
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（Kozeny-Carmanモデル） 

各タイムステップでの 

鉱物分布 

フロント近傍での空隙

率プロファイル 

透水係数分布 

地下水流速分布 
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非線形連立代数方程式系ソーバー 

検証 



JNC TJ8400 2002-032 

－41－  

連成して計算を実施することができる。また、多成分反応移動モデル以外の現象解析モデ

ルは、空間離散化によって非線形連立代数方程式系として定式化できることから DAE ソ
ーバーは必要ではない。なお、このようなソフトウェア構成の利点は、並列化が極めて容

易であり大規模数値計算の効力を発揮できることにある。 
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1.7 予備的なシステム解析モデルの作成と例題演習 
 
1.7.1 予備的システム評価モデルの作成 
本年度の研究では、1.5 節および 1.6 節に述べた三つの候補のうち、簡易な保守的モデ
ル（Sharp frontモデル）をシステム評価モデルとするアプローチについて予備的なシス
テム解析モデルを作成し例題演習を行った。本アプローチにおける現象解析モデルとシス

テム評価モデルとの関係を図 1.7-1にまとめる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.7- 1: Sharp front モデルを用いた場合の現象解析モデルとシステム評価
モデルの関係 

 
 Sharp front モデルの妥当性を確認するため、一次元問題において、多成分反応移動モデ
ルとの比較を行った結果、Sharp frontモデルはイオン交換フロントの進展をほぼ正確に解
析可能であることが確認できた。また、液相中の Caイオン濃度についても、イオン交換フ
ロントが下流側境界に到達した直後の過渡期を除いて良い精度で解析可能である。 
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1.7.2 予備的システム評価モデルによる例題演習 
 本例題では、前節において検証を行った Sharp frontモデルによるイオン交換フロント進
展と飽和定常地下水流動とを二次元で弱連成することにより例題演習を行った。図 1.7-2に、
今回の例題演習の範囲を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.7- 2: 例題演習に用いた予備的システム評価モデル（弱連成）の範囲 
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(1) 解析体系 
解析体系は、 

 
• 廃棄体 
• 構造躯体 
• 緩衝材 
• 埋め戻し材 
• 支保および掘削影響領域 
• 岩 
 
からなる鉛直二次元断面とし、これ有限要素法により離散化した。 
 
(2) 解析条件 
解析条件を表 1.7-1にまとめる。 

表 1.7- 1: 例題演習の解析条件 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

データ項目 バリア データ 備考

廃棄体+充填材 1.00E-06 Region II

構造躯体 1.00E-06 Region II

支保 1.00E-06 Region II

緩衝材 5.00E-13 Region II、Na型

埋戻材 1.00E-09 岩盤と同等と仮定

掘削影響領域 1.00E-08 岩盤の10倍

岩盤 1.00E-09

廃棄体+充填材 0.15 Region II

構造躯体 0.15 Region II

支保 0.15 Region II

緩衝材 0.4

埋戻材 0.4 緩衝材と同等と仮定

掘削影響領域 0.02

岩盤 0.02

廃棄体+充填材 1.40E-09

構造躯体 1.40E-09

支保 1.40E-09

緩衝材 5.00E-10

埋戻材 5.00E-10 緩衝材と同等と仮定

掘削影響領域 1.00E-12

岩盤 1.00E-12

緩衝材 70

埋戻材 50

セメント系材料 9.21 Region II

降水系地下水 0.11

動水勾配 [m/m] 全体 0.01 解析対象全体における平均

水中のCa2+濃度

[mol/m3]

透水係数
[m/s]

空隙率
[-]

実効拡散係数

[m2/s]

ベントナイト配合比
[%]
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(3) 地下水流速場 
この予備的システム評価モデルは弱連成であるため、地下水流速場は時間的に一定であ

る。上記の解析条件に対応する飽和定常地下水流動解析の結果を図 1.7-3に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1.7- 3: 飽和定常流動解析の結果（水頭分布） 

 
(4) イオン交換フロントの進展 
図 1.7-3に示す二次元地下水流速場における、緩衝材および埋め戻し材中のイオン交換フ
ロントの進展を Sharp frontモデルにより解析した結果を図 1.7-4, -5に示す。 
 
 この例では、1,000年以内に緩衝材がほぼ完全にイオン交換され、また、5,000年後には
埋め戻し材のイオン交換も顕著に進んでいる。ただし、この解析は、モンモリロナイト溶

解を考慮しておらず、このため二次鉱物（tobermorite 等の CSK 系鉱物や Ca ゼオライト
等）沈殿に伴う Caイオンの消費が無視されており、フロントの進展速度をかなり過大評価
している点に注意する必要がある。また、緩衝材に比して埋め戻し材の方がイオン交換に

要する期間が長い理由は、この解析条件では人工バリア中が全域で拡散支配であり、ベン

トナイト総量の大きい埋め戻し材の方がイオン交換の進展が遅いためと考えられる。 
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図 1.7- 4: S
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harp front モデルによるイオン交換フロント進展の解析結果（１） 
(Ca濃度)―（Na型イオン交換サイト）の分布 
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図 1.7- 5  Sharp front モデルによるイオン交換フロント進展の解析結果（2） 

(Ca濃度)―（Na型イオン交換サイト）の分布 
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1.8 モデル確証のための実験的課題の検討 
 化学および水理学的変遷に関して今回検討を加えたモデルには、これまで述べたように

種々の不確実性が含まれている。ここでは、前出の感度解析結果を踏まえ、重要性の高い

と考えられる不確実性を低減して、モデルの信頼性を向上するための実験上の課題につい

てまとめる。 

 

1.8.1 モンモリロナイト溶解に関する課題 
(1) 反応律速メカニズムの解明 
モンモリロナイトの溶解速度は、液相中のシリカ濃度の上昇とともに急激に低下するこ

とが知られている（Cama et.al., 2000）。この挙動は、次の二つの反応速度式のいずれによっ

ても表現することが可能である。 

 

SiC
Rate

17107.3 −×
=                                (27) 
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









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
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









 ∆×−−×−= −−

6
1012 106exp1101.8

RT
GRate r                   (28) 

 上記のうち、前者は、Silica inhibitionと呼ばれ、モンモリロナイト溶解のきっかけとなる

水酸基の収着に対して、シリカが競合することによってその進展を抑制するというモデル

（Ganor and Lasaga, 1998）である。他方、後者は、平衡への漸近による反応速度の低下を仮

定したモデルであり、実験結果に対して、ギブス自由エネルギーの非線形式（Nazy and Lasaga, 

1992）をフィットすることにより得られたものである。 

 

 上記のいずれのモデルを用いるべきかについては、液相中のシリカ濃度のみを変化させ

た過去の実験（Cama et.al., 2000）からは判断することができない。そこで、今後の課題と

しては、シリカ以外に Alの濃度を変化させることによって飽和の程度をコントロールした

実験を行い、(1)および(2)式の適合性を評価することが重要と考えられる。また、(1)および

(2)式のパラメータはフィッティングによって得られたものであり、かなりの誤差を有して

いる（Cama et.al., 2000）。そこで、信頼すべき同種の実験データを複数の独立したグループ

が取得し、データの収積を図ることも必要と考えられる。 

 

(2) 反応速度データの精度向上 
 モンモリロナイト溶解の速度データについては、そもそも高 pH側での実験例が少ないこ

とから、現状では大きな不確実性が含まれているものと考えられる。また、(1)に示したよ

うに、溶解速度は溶解生成物濃度に強く依存するものであるために、バッチ試験は必ずし
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も適切ではないと考えられる。そこで、（Cama et.al., 2000）を参考として、ベントナイト粉

末について、高 pH条件でのフロースルー試験を行う必要があると思われる。 

 

1.8.2 二次鉱物沈殿に関する課題 
 モンモリロナイト溶解に伴い生成する二次鉱物の種類については、ナチュラルアナログ

とは環境条件の差があること、そして、過去の実験において観察された現象は短期のもの

に限られることから、現状の知見には不確実性が残る。そこで、これについては、より環

境条件が処分場の場合と整合的なナチュラルアナログを見出すことに加えて、長期間にわ

たる試験を実施することが効果的であると考えられる。この際、ケイ酸塩鉱物の溶解沈殿

速度は、温度の上昇とともに顕著に増大する（30℃毎に 10倍程度）ことから、高温状態に

保持することによって加速を図ることも有効と考えられる。 

 
1.8.3 変質後の緩衝材透水性に関する課題 
 前出の変質試験のうち、Percolation試験においては、変質に伴う透水係数の変化を測定す

ることができる。SKBによる測定例を図 1.8-1に示す（Karnland, 1997）。 

 変質試験で測定された透水係数の問題点は、これが、変質部と未変質部を含んだサンプ

ル全体としての平均値であるという点である。また、変質部と未変質部とは直列に配置し

ているため、全体としての透水係数は低透水部に支配される傾向がある。そこで、ある所

定の変質程度の部位における透水係数を知るためには、1.5 節および 1.6 節で説明した多成

分反応移動モデルと空隙率・透水係数の関係（例えば Kozeny-Carman モデル）を用いて逆

解析を行うことが必要である。また、Kozeny-Carmanモデルの適用にあたっては、変質部の

粒子のサイズに関する微視的な情報についても併せて入手することが必要である。 

 
 

図 1.8- 1: Percolation 試験における変質したベントナイト試料透水係数の時間変化
（Karnland, 1997） 
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2. 力学的変遷挙動解析システム 
  

 本システムは、ベントナイト系材料及びセメント系材料の化学的変遷に伴う物理的特性

の変化を考慮し、処分システムの力学的変遷挙動を評価するものである。本章では、ベン

トナイトの膨潤を考慮した力学解析コードプロトタイプの試作について検討するとともに

処分システムの力学的変遷挙動を解析するシステムの基本仕様を示す。 

 

2.1 処分システムに超長期的に生じうる力学挙動の整理 
TRU 廃棄物処分概念検討書では、処分場閉鎖後において人工バリアのうち緩衝材と埋戻し

材にそれぞれ求められる要件(設計仕様となる要件)が示された。緩衝材に求められる要件

は、放射性核種の移動を抑制する機能、地下水浸入量の抑制、コロイドのろ過、発生空隙

の充填(自己シール性)及び廃棄体・構造躯体の支持が挙げられている。一方、埋戻し材に

ついては、緩衝材の自己シール性を補完するなどの要件が挙げられている。 

 これらの要件をまとめると、緩衝材と埋戻し材に対して要求される性能は、低透水性能、

自己シール性能、力学的性能の３つに分類できる。この３つの性能のうち、低透水性能及

び自己シール性能に関する現状の知見については、「ＴＲＵ廃棄物処分システムの長期安定

性に関する研究(鹿島建設,2001)」において既に整理されている。一方、力学的性能につい

ては、処分システムに超長期的に生じうる挙動を評価するにあたって重要なパラメーター

であるが、現状での知見が明確に整理されたものはない。また、挙動を評価するにあたっ

ては、ベントナイト系材料(緩衝材、埋戻し材)のみでなく、岩、セメント系材料(充填材、

構造躯体)、廃棄体の挙動を評価する必要もある。 

 まず本節では、坑道掘削時から再冠水後の超長期間に亘るまでの処分システムに生じる

事象及びそれらの事象が生じた時に予想される力学挙動を材料(岩、ベントナイト系材料、

セメント系材料、廃棄体)ごとに整理する。力学挙動を整理したものを図 2-1、図 2-2 に示

す。 
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 坑道閉鎖完了まで 

   

底部緩衝材 

 

構造躯体 

 

廃棄体 

 

埋戻し材

廃棄体 

充填材 

構造躯体 

緩衝材 

 

１．坑道掘削 ２．底部緩衝材敷設 ３．構造躯体打設 ４．廃棄体定置 ５．坑道閉鎖 

 

 

 

処分システムの

状況 

 

 

 

 

廃棄体を定置する処分坑道を掘削する。 処分坑道下部に、底部緩衝材を設置する。 構造躯体(コンクリートピット)を底部緩衝材の

上に設置する。底部緩衝材は構造躯体により影響

を受ける。 

廃棄体を構造躯体の内部に定置する。構造躯体及

び底部緩衝材は廃棄体により影響を受ける。 

廃棄体定置後、緩衝材及び埋め戻し材により処分

坑道は閉鎖される。 

Ａ．岩 

 

１－Ａ 

・掘削により母岩にゆるみ領域が生じる。 

２－Ａ 

・母岩は応力の再分配により変形を生じる。 

３－Ａ 

・母岩は応力の再分配により変形を生じる。 

４－Ａ 

・母岩は応力の再分配により変形を生じる。 

５－Ａ 

・母岩は応力の再分配により変形を生じる。 

Ｂ．ベントナイ

ト系材料 

 

 

 

－ 

 

２－Ｂ 

・水分を吸水・吸湿し、膨潤する。(底部緩衝材)

３－Ｂ 

・水分を吸水・吸湿し、膨潤する。(底部緩衝材)

・構造躯体自重を受ける。(底部緩衝材) 

４－Ｂ 

・水分を吸水・吸湿し、膨潤する。(底部緩衝材) 

・構造躯体、廃棄体自重を受ける。(底部緩衝材) 

 

５－Ｂ 

・水分を吸水・吸湿し、膨潤する。(底部緩衝材，

側部緩衝材，上部緩衝材，埋め戻し材) 

・構造躯体、廃棄体、充填材、緩衝材、埋め戻し

材自重を受ける。(底部緩衝材) 

Ｃ．セメント系

材料 

 

１－Ｃ 

・母岩から地圧を受ける。(支保部材) 

２－Ｃ 

・母岩から地圧を受ける。(支保部材) 

３－Ｃ 

・構造躯体の打設は底部緩衝材に影響を及ぼす。

 (構造躯体) 

・母岩から地圧を受ける。(支保部材) 

４－Ｃ 

・構造躯体は廃棄体自重を受ける。(構造躯体) 

・母岩から地圧を受ける。(支保部材) 

・支保部材は徐々に劣化していく。(支保部材) 

５－Ｃ 

・充填材は廃棄体及び構造躯体に充填圧を作用す

る。(充填材) 

・構造躯体は、充填材、廃棄体、緩衝材、埋め戻

し材により応力を受ける。(構造躯体) 

・母岩から地圧を受ける。(支保部材) 

・支保部材は徐々に劣化していく。(支保部材) 

Ｄ．廃棄体 

 

－ － － ４－Ｄ 

・廃棄体の定置は、構造躯体，底部緩衝材に影響

を及ぼす。 

５－Ｄ 

・廃棄体は、充填材,上部緩衝材，埋め戻し材の

自重を受ける。 

図 2-1 処分システムに生じうる力学挙動の整理(坑道閉鎖完了まで) 
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坑道閉鎖後 

再冠水中 再冠水後 

透水係数の変化 

発熱 

熱作用 

イライト化 

      

変形 膨潤圧 

ﾍﾞﾝﾄﾅｲﾄ層の 

圧密･ｸﾘｰﾌﾟ沈下 

透水係数の増大 

流動,層厚の減少 

変形 

 

ベントナイト

流出 

   

ガス発生 

腐食膨張 

ガス圧

膨潤圧

 

局所的破壊による水みちの形成 

 

   

 

体積減少 

(成分溶出) 

(有害空隙) 

膨潤によりシール 

 

膨潤 

透水係数の増大 

透水係数の増大 

変形特性,強度の変化 

透水係数,膨潤特性の変化 

ﾍﾞﾝﾄﾅｲﾄCa化 

成分溶出 

 

硝酸塩の溶出 

 

ベントナイトの変質 

地圧の増加 

局所的な透

水性の増大

空洞の縮小 

層厚の減少 

 

６．廃棄体発熱 ７．水位の上昇 ８．ベントナイト流出 ９．ガス発生 10．セメント成分の溶出 11．硝酸塩の溶出 12．地圧の回復 

 

 

 

 

処分システムの

状況 

 

 

 

 

 

廃棄体の定置後、廃棄体から

の熱が発生する。 

地下水が戻りはじめ、ベントナイト

がそれを吸水する。各材料は不飽和

状態から飽和状態に変化する。 

ベントナイト系材料は周辺岩盤の

亀裂に侵入し、ゲル化する。その

後、水流によって持ち去られる。

廃棄体、その他金属材料が地下水

に接触することで腐食膨張圧とガ

ス圧が発生する。 

セメント成分が溶出する。 

 

処分システムの各部位は硝酸塩の

影響により変質する。 

 

坑道掘削により解放されていた地

山応力が回復する。 

Ａ．岩 

 

 

６－Ａ 

・廃棄体からの熱応力を受け、

変形が生じる。また、熱の影

響によりクリープ変形に影響

を与える可能性がある。 

７－Ａ 

・水位が上昇し、不飽和状態から飽

和状態に変化することで、空洞内部

に作用する応力状態が変化する。 

８－Ａ 

・ベントナイト系材料が流出する

ことで、空洞内部の密度が減少し

クリープ変形が進行しやすい状態

になる可能性がある。 

９－Ａ 

・腐食膨張圧およびガス圧が岩盤

に作用する。 

10－Ａ 

・セメント成分の溶出により空洞

内部の密度が減少し、応力状態が

変化する。また、岩盤内部に高 pH

プルーム領域が発生し岩盤物性値

が変化する可能性がある。 

11－Ａ 

・硝酸塩の溶出により岩盤内に硝

酸塩の影響を受けた領域が発生

し、岩盤物性値が変化する可能性

がある。 

12－Ａ 

・地圧の回復および処分坑道の内

圧の変化に応じて長期的なクリー

プ変形が生じる。 

Ｂ．ベントナイ

ト系材料 

 

６－Ｂ 

・熱によりベントナイトはイ

ライト化し、変形特性・強度

等が変化する。 

７－Ｂ 

・不飽和状態から飽和状態に変化す

ることで、ベントナイト系材料の変

形特性・強度等が大きく変化する。

また膨潤に伴う膨潤圧を発生する。 

８－Ｂ 

・ベントナイト系材料の一部が溶

出することで、ベントナイト系材

料の密度が減少し、膨潤圧が減少

する。 

９－Ｂ 

・腐食膨張圧およびガス圧により

局所的破壊が生じ、水みちが形成

される可能性がある。 

10－Ｂ 

・セメント成分の溶出によりセメ

ント系材料の体積が減少した分、

ベントナイトが膨潤する。また、

ベントナイトは変質し、長期的に

は溶解する可能性がある。 

11－Ｂ 

・硝酸塩の溶出によりベントナイ

ト系材料は変質し、ベントナイト

系材料の物性値が変化する可能性

がある。 

12－Ｂ 

・岩のクリープ変形により、ベン

トナイト系材料の層厚は減少す

る。また、局所的にひずみが増大

する。 

Ｃ．セメント系

材料 

 

 

６－Ｃ 

・廃棄体からの熱応力を受け、

ひび割れが生じる。 

７－Ｃ 

・水圧やベントナイトの膨潤圧によ

りセメント系部材にひび割れが生

じる。 

９－Ｃ 

・腐食膨張圧およびガス圧により

ひび割れが生じ、水みちが形成さ

れる可能性がある。 

10－Ｃ 

・各部材のセメント成分が溶出し、

体積が減少する。また、強度も低

下する。 

11－Ｃ 

・硝酸塩の溶出によりセメント系

材料は変質し、セメント系材料の

物性値が変化する可能性がある。 

12－Ｃ 

・岩のクリープ変形による空洞の

縮小によりさらにセメント系材料

の体積が減少する。 

Ｄ．廃棄体 

 

 

６－Ｄ 

・熱を発生することで膨張す

る可能性がある。 

７－Ｄ 

・水圧や膨潤圧を受けることで元々

存在する空隙が押し潰され体積が

減少する可能性がある。 

 

 

－ 

 

９－Ｄ 

・廃棄体は腐食することで膨張す

る可能性がある。 

 

－ 

 

 

－ 

 

12－Ｄ 

・岩のクリープ変形による空洞の

縮小によりさらに廃棄体の体積が

減少する。 

図 2-2 処分システムに生じうる力学挙動の整理(坑道閉鎖後)
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2.2 評価対象とする事象の抽出 
 2.1 で整理した力学挙動については、図 2-1 に示した坑道の閉鎖完了までと図 2-2 に示し

た坑道閉鎖後の２つの期間に大別することができる。まず、坑道閉鎖完了までの力学挙動

については、本力学的変遷挙動解析システムで評価対象とするものではないと考えられる。

性能評価上において、処分坑道及び人工バリアの形状は、坑道閉鎖完了時に設計図の仕様

通りになされていることが前提条件となっているからである。坑道閉鎖完了までの力学挙

動については、設計・建設・操業・閉鎖技術によって前提条件を満足するための課題を解

決するものであると考えられる。一方、坑道閉鎖後については、本システムで評価対象と

するベントナイト系材料及びセメント系材料の化学的変遷に伴う物理的特性の変化に関連

するものであり、網羅的観点からそれぞれの力学挙動に対する情報の整理を行う。 

 これら坑道閉鎖後の超長期的に生じうる力学挙動のうち「セメント成分の溶出」を、Ａ．

現状の知見・研究成果、Ｂ．事象に対する設計の考え方、Ｃ．課題・今後実施すべき研究

について材料(岩、ベントナイト系材料、セメント系材料、廃棄体)ごとに整理したものを

表 2-1 に示す。 
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表 2-1 評価対象とする事象の抽出(セメント成分の溶出) 
 

 Ａ．現状の知見、研究成果 Ｂ．事象に対する設計の考え方 Ｃ．課題、今後実施すべき研究 

10 

 

セ

メ

ン

ト

成

分

の

溶

出 

10－Ａ セメント成分の溶出

(岩) 

セメント成分の溶出により空洞

内部の密度が減少し、応力状態

が変化する。また、セメント成

分の溶出により岩盤内部に高 pH

プルーム領域が発生し岩盤物性

値が変化する可能性がある。 

・TRU 廃棄物の処分施設においては、多量のセメント系材料を使用することを前提と

している。したがって、処分施設の地球化学的条件は、セメント系材料の溶解によっ

て支配されると考えられる。そこで、セメント系材料の溶解による地球化学的条件の

変化を地下水の pH に着目して考えると、累積浸出液量が小さい時、すなわち処分施

設閉鎖直後には pHは 13 程度であり、セメント中のナトリウムおよびカリウムによっ

て pHは支配される。これらナトリウムおよびカリウムが浸出すると pH はセメント水

和物の水酸化カルシウムによって支配され 12.5 程度となる。その後、水酸化カルシ

ウムが消失すると、pH はセメント水和物のカルシウム珪酸塩水和物（以下、「C-S-H

ゲル」と言う。）に支配される(TRU 廃棄物処分概念検討書 p.4-45)。 

・浸出液にはセメント系材料から溶出したアルカリ金属やカルシウムが含まれてお

り、高い pH を示すため、岩石に含まれるシリカ分の溶出などによって処分場周辺の

岩盤の化学的特性に影響を及ぼすことが考えられる。この pH の高い浸出液の周辺岩

盤への広がりを高 pH プルームと呼ぶ(TRU 廃棄物処分概念検討書 p.4-77)。 

・高 pH プルームが周辺岩盤に対して長期的に及ぼす影響については、正確に把握さ

れていないが、既往の研究事例から以下に示す事象が明らかとなっている。 

 大和田らの花崗閃緑岩の浸漬試験の結果から、pH が 13、12.5 といったセメント系

材料からの高 pH プルームによって、周辺岩盤表面が比較的短期間でも変質する可能

性が示されている。 

 Savage らは、種々の鉱物についての浸漬試験を行い、シリカ分の溶出と C-S-H 系

化合物の析出を確認している。 

 三原らの長さ4mのカラムを用いた花崗閃緑岩の変質試験では高pHプルームの影響

が広範囲に及ぶ可能性が示されている。 

これらの実験事実は、セメントからの浸出液によって、処分場周辺の岩盤が変質し、

核種の移行に影響を及ぼす可能性があることを示している。また、高 pH プルームに

よって影響を受けた場合の周辺岩盤については、表面に C-S-H 系化合物が沈殿するこ

とが実験的に示されており、このことは、ナチュラルアナログ研究によっても示され

ている(TRU 廃棄物処分概念検討書 p.4-78)。 

・空洞内部の密度が減少することによる岩盤

の応力状態への影響は小さいと考えられる。 

・高 pH プルーム領域が発生することで岩盤

の力学物性値は変化することが考えられる

が、現状は不明である。 

 

・高 pH浸出液等の影響による周辺

岩盤の力学物性値の変化を把握す

る必要がある。 
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 10－Ｂ セメント成分の溶出 

(ベントナイト系材料) 

セメント成分の溶出によりセメ

ント系材料の体積が減少した

分、ベントナイトが膨潤する。

また、セメント成分によりベン

トナイトは変質する。さらに長

期的には溶解する可能性があ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・TRU 廃棄物処分施設内に定置される廃棄体には、廃棄体自身に空隙を有するものが

ある。また、セメント系材料が候補材料となるコンクリートピットや充填材において

もそれらの成分溶出に伴う空隙発生が想定される。これらの空隙が潰れ緩衝材(ベン

トナイト)内部に体積変化(減少)が生じた場合、ベントナイトの膨潤にともなうベン

トナイトの密度の低下、すなわち透水性の増大によって、あるいは十分な膨潤が得ら

れないことによる空隙の不完全閉塞によって、ベントナイト中での拡散支配が担保さ

れないことが考えられる。保守的に空隙の発生を想定した場合、拡散支配を維持する

のに必要な透水係数が実際のベントナイトの膨潤において担保されるかを確認する

ための試験を行った。その結果、Na 型ベントナイトでは、拡散支配を担保するのに

十分な膨潤性能を確認することができた。しかし、Ca 型化ベントナイトでは、Na 型

ベントナイトに比してその膨潤性能は 1/6 以下と大きく低下し、想定した空隙量に基

づいた場合、透水係数の増加により拡散支配が担保されず、処分システムに影響を及

ぼす可能性があることがわかった(青柳他，1999)。 

・陽イオン交換反応（カルシウム型化／鉄型化） 

 ベントナイトのカルシウム型化については、Pusch が行った単純なモデルによる評

価結果が報告されている。それによると 500 年経過後、ベントナイト間隙水の Ca 濃

度がセメント系材料の間隙水濃度の 5%以上になるセメント系材料からの距離は、

0.87m としており、その領域では Na とのイオン交換が生じるとしている。 

 陽イオン交換によるベントナイトの変質は、イオン交換反応と物質移行とを連成さ

せたモデルによって定量評価することが可能である。解析結果によると、堆積岩系岩

盤ケースにおいては約 1000 年程度で、結晶岩系岩盤ケースにおいては約 3000 年でほ

ぼベントナイトはカルシウム型化している(TRU 廃棄物処分概念検討書 p.4-64)。 

・ゼオライト化 

 ゼオライトは、Na、Ca 等の含水アルミノケイ酸塩鉱物で、三次元に広がる中空構

造を有し、火山岩の熱水反応等によって生じる。ゼオライトは、アルカリ性において

安定な鉱物であり、pH9 以上のアルカリ領域での粘土の溶解によっても形成される。

pH9 以上では、シリカとアルミナの溶解度は上昇し、ゼオライト化は促進される。ス

メクタイトからは 1.5～2.5 の Si/Ai 比をもつアナルサイム、フィリップサイト及び

ナトロライト等の低シリカのゼオライトが形成される。Johnston らは、温度が上昇

するとベントナイトのゼオライト化は促進され、温度が 100℃高くなると反応速度は

1,000 倍となると報告し、高温度かつ高 pH での実験結果を基に、少なくとも 1,000

年でゼオライトが生じるであろうと推定している。 

 Pusch は、保守的な仮定に基づいて 10～20℃の条件にて厚さ 1.5m のベントナイト

がアナルサイムに変質するのに 106年必要であることを述べ、500～1,000 年において

最大で 1cm の厚さのベントナイトが変質すると結論づけている。 

 ベントナイトのゼオライトへの変質については、アルカリ領域におけるスメクタイ

トの溶解を経てゼオライトへの変質が生じていることから、今後はアルカリ領域での

スメクタイトなどの溶解度速度データを整備することにより定量的評価が行えるも

のと考えられる(TRU 廃棄物処分概念検討書 p.4-71～73)。 

・セメント成分の溶出によりセメント系材料

の体積が減少した分、ベントナイトが膨潤す

ることでベントナイトの密度が減少する。密

度が減少することによって力学物性値は変

化するがシステムに大きな影響は及ぼさな

い。 

・Ca 化は避けられない。Ca 化を考慮したベ

ントナイトの設計を実施する。 

・ゼオライト化については、力学上は考慮し

ていない。 

・ベントナイトの溶解については、力学上は

考慮していない。 

 

・セメント系材料の体積が減少し

た時のベントナイト系材料の挙動

評価を行う。 
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（つづき） ・C-S-H 化 

 C-S-Hはカルシウムとシリカよりなる水和物でセメントの水和生成物の一つとして

も存在する。この水和物の組成と分類は研究者により異なっており、100℃以下で生

成されるものは不安定な低結晶相である。 

 川村らは、粘土地盤の改良を目的とした基礎試験から、時間とともに水酸化カルシ

ウムのＸ線回折ピークがみられなくなり、C-S-H のピークが時間とともに大きくなっ

ていくことを確認した。このことは、ベントナイトが水酸化カルシウムと反応し、

C-S-H へ変質することを示唆している。 

 久保らは、ナトリウム型ベントナイトの変質試験を pH と温度をパラメータとして

実施した。その結果、pH12.5 では C-S-H、カルシウムアルミネート水和物（以下、C-A-H

と言う）およびカルシウムアルミネートシリケート水和物（以下、C-A-S-H と言う）

の生成が認められた。pH11.5 においては、100℃において C-S-H の生成が確認されて

いるが、それより低い温度、pH では１年間の試験において確認されなかった。さら

に、pH12～13 においてベントナイトの溶解が著しいことも示している。その後、黒

木らはこの変質試験を２年継続している。２年の試験においては、pH11.5 の 80℃に

おいてモンモリロナイトが消失し、C-S-H 及び C-A-S-H が生成していることが確認さ

れた。pH10.5 ではベントナイトの変質は確認されていない。これらの結果より、黒

木らは、ベントナイトが変質を受ける pH の境界は、10.5～11.5 と推定している。 

圧縮成型ベントナイトの変質試験で C-S-H が確認された例としては、Karnland の

報告がある。16 ヶ月間、圧縮成型ベントナイトにコンクリートの模擬間隙水を通水、

40℃に維持し、その後試料の分析を実施。これによると、C-S-H の生成が確認された

が、モンモリロナイトの骨格の変質は認められていない(TRU 廃棄物処分概念検討書

p.4-73～75)。 

   

10－Ｃ セメント成分の溶出 

(セメント系材料) 

各部材のセメント成分が溶出

し、体積が減少する。また、強

度も低下する。 

・処分対象廃棄体の中には、セメント系材料等の廃棄体成分が長期的に溶出する可能

性があるものが存在する。廃棄体成分が溶出し、処分施設内部に空隙が発生した場合

に、人工バリアの構造が変化し、結果として処分施設の崩落などの不連続な事象が生

ずるかどうかの検討を行った。検討では、コンクリート成分のセメントと骨材が成分

溶出により 10%残存し、初期状態の 1/10 の弾性係数と残存強度を有すると仮定した。

結晶質岩系岩盤ケースの解析では、廃棄体は剛性が低下し、重量によって高さが

0.35mm 小さくなった。変形量は最大でも 0.5mm 以下と小さいものとなった。堆積岩

系岩盤ケースでは、支保工の剛性が低下することにより支保効果が低下し、岩盤が空

洞側に変形した。岩盤の変形は最大で約 3mm となった。廃棄体は剛性が低下したにも

かかわらずほとんど変形しなかった(TRU 廃棄物処分概念検討書 p.4-46)。 

・コンクリートは長時間のうちに地下水との反応などにより変質し、透水係数などの

特性が変化することが考えられる。この変質による特性変化を定量的に予測すること

は現状では困難である。このため、構造躯体が砂程度の状態になっていることを想定

して、透水係数等を設定し評価した例がある(日本原燃，1990)。 

・セメント系材料の体積減少量は、最大でセ

メント系材料体積の 27%と想定される(セメ

ント成分は最大で 90%溶出)。 

・セメント系材料には長期的な強度を期待し

ない。 

・セメント成分の溶出によるセメ

ント系材料の力学物性値の変化を

把握する。 
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 表 2-1 で挙げられた課題、今後実施すべき研究を以下に列記する。 

（セメント成分の溶出） 
・高 pH 浸出液等の影響による周辺岩盤の力学物性値の変化を把握する必要がある。 
・セメント系材料の体積が減少した時のベントナイト系材料の挙動評価を行う。 
・セメント成分の溶出によるセメント系材料の力学物性値の変化を把握する。 

 
 本研究ではセメント成分の溶出を特に重要な事象と判断した。その理由として、以下の

３つが挙げられる。 

① ＴＲＵ廃棄物処分の現状の概念ではセメント系材料を使用することは確実であり、セ

メント成分の溶出は避けられない、 

② セメント成分の溶出における力学的な評価が十分されていない 
③ ベントナイト系材料が変質、変形し、力学物性が変化することで、低透水場の担保が

可能か確認する必要がある。 
 以上の理由により、本研究ではセメント成分の溶出を力学的変遷挙動解析システムの評

価対象項目として研究を進める。 
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2.3  2.2の事象の評価を可能とするコード（評価モデル）の調査、検討 
本節では、2.2で挙げられた事象で特に重要と考えられるセメント溶出～ベントナイトの
膨潤挙動を評価するため、ベントナイト系材料の挙動に関する評価手法に関する文献調査

を実施し、整理する。 

  

2.3.1 地盤のモデル化の基礎事項 
ここでは、地盤材料の力学的モデル化について概要を述べた後、構成モデルの理解に不可

欠な塑性論の基礎事項について簡単にふれる。 
 
(1) 地盤材料の変形解析と力学モデルの概要 
地盤材料の挙動を解析で評価するにあたり、その材料特性のモデル化としては、簡便な線

形弾性モデルから非線形モデル（非線形弾性、塑性、弾塑性、粘弾性、弾粘塑性 etc）まで

様々なモデルが存在し、用いられている。 
 
(ⅰ)線形弾性モデル 
応力（σ）とひずみ（ε）関係が永久的に比例関係を保つと

仮定したモデルである。ひずみ増分に対する応力増分の比が

弾性係数であり、弾性係数は常に一定である（右図）。地中内

応力の算定や小変形の解析に用いられ、実績が多い。 
 

(ⅱ)非線形弾性モデル 
  ① バイ-リニアモデル、トリ-リニアモデル 
線形弾性モデルで示される応力－ひずみの直線部分の傾きを途中（降伏点など）で変更

したモデルであり、線形弾性モデル同様に実績が多く、適用範囲が広い。 

 
② 応力－ひずみ特性曲線を仮定したモデル 
このモデルはひずみの弾性・塑性的性質を区分することなく、応力－ひずみ関係を非線

形曲線で表したモデルである。基本曲線としては多項式、双曲線、放物線等が考案されて

いる。実用的に最も用いられているのは双曲線型のダンカンチャンモデルである。 
 

 
σ 

ε 

σ 

ε 

σ 

ε 



JNC TJ8400 2002-032 

 －59－

 
(ⅲ) 非線形塑性モデル 
①剛－完全塑性モデル 
右図に示されるモデルで、弾性挙動やひずみ硬

化を全く考えないモデル。 
応力の極限釣り合い状態の解析に用いられる

（ひずみは対象外）。 
 
②弾－完全塑性モデル 
右図に示されるモデルで、弾性変形を考慮する

がひずみ硬化を無視したモデル。変形を含めた塑

性域の形成状況の解析に用いられる。 
 
 

(ⅳ) 弾塑性モデル 
ひずみを非線形な弾性成分と塑性成分に分離し、塑性論に基づいて体系化された力学モ

デルである。土質力学における構成式の研究の中核をなすモデルであり、多くのモデルが

提案されている。近年、軟弱地盤の解析に積極的に導入されつつある。 
 

 
(2) 弾塑性理論の基本的考え方 
弾塑性理論には、必ずしも一つの明確な理論が存在するわけではなく、各々の概念や仮

説に基づいて多様な理論の展開がなされている。弾塑性理論の基本的な仮定として、①応

力空間における土の状態および反応を規定する閉局面の存在、②ポテンシャル理論の適用

がある。 
 
(ⅰ) 弾塑性理論における基本曲面 
 弾塑性理論においては、一般に、応力空間内に以

下の４つの曲面が存在するものと仮定している。 
 
■降伏曲面（ 図 2-3(a) ） 
・応力空間の原点を内包する弾性領域とその外

側の塑性領域の境界を成す閉曲面。 
・降伏曲面内では、負荷の方向とは無関係に弾

性挙動を示す。 
 

弾性域 

塑性域

σ1 

σ2 
破壊 

降伏曲面 
ｆ*=0 

図 2-3(a) 降伏曲面 

σ 

ε 

σ 

ε 
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■負荷曲面（図 2-3(b)） 
・継続的に塑性変形を生ぜしめるに必要な応力

状態を規定する閉曲面。 
・与えられた応力増分に対して負荷（塑性変形

を生じる方向）、除荷（塑性変形の生じない方

向）を規定する。 
 
 
■塑性ポテンシャル曲面（図 2-3(c)） 
・塑性ひずみ増分ベクトルの方向を規定する閉曲

面 
・曲面の外向き法線が塑性ひずみ増分ベクトルの

方向を与える。 
 
 
■破壊曲面（図 2-3(a)） 
・破壊状態の応力点で形成される閉曲面 
・この曲面の外側となる応力状態は存在しない。 

 
 
以上の４曲面を数学的に表現したスカラー関数が、降伏関数(yield function)、負荷関数

(loading function)、塑性ポテンシャル関数(plastic potential function)、および破壊基準 (failure 

criterion)である。 
これらの関数には、一般に以下の条件が課せられている。 
①これらの曲面は、凸面を成す。 
②これらの関数は、閉曲面の内部で負、外部で正となる。 
③これらの関数は、定義されている領域内で含まれている変数について正則（連続微分

可能）である。 
  
(ⅱ)ポテンシャル理論に基づく構成法則 
 土の構成則に関する弾塑性論的アプローチとして、ポテンシャル理論に基づく塑性硬化

弾塑性体の構成法則が広く適用されている。この構成法則の基本的な概念としては、 
・負荷関数および負荷基準 
・流れ則(flow rule) 
・硬化則(hardening rule) 

σ2 

σ1 

dσij 

応力経路 

負荷曲面 
ｆ=0 

図 2-3(b) 負荷曲面 

dεij 

σ2 

塑性ポテンシャル曲面 
g=0 

 
σ1 

図 2-3(c) 塑性ポテンシャル曲面 
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を挙げることができる。 
 
(a)負荷関数および負荷基準 
 塑性状態にあたる弾塑性体がさらに負荷を受けると、一般に硬化が生じて塑性変形が進

行し、新たな塑性状態に移行する。換言すれば、負荷過程においては、負荷曲面は常に応

力点と共に移動、拡大する。 
このような負荷曲面を規定する負荷関数 f は、通常、次式のように表される。 

( )κεσ ,, ij
p

ijff =        （2.1） 

 ここに、 ijσ は応力テンソル、 ij
pε は塑性ひずみテンソル、κ は硬化パラメータであり

ij
pε ,κ は降伏関数の塑性負荷履歴に対する依存性を表す負荷履歴パラメータに相当する。 
これらのうち、κ は土の塑性硬化の程度（すなわち、降伏曲面の大きさ）に関係するパラ
メータであり、塑性ひずみの変化に依存する。κ は、増分形で次のように表される。 

  ij
p

ij dhd εκ =        （2.2） 

ここで、仮に ( )ij
p

ijijij ddh εσκσ == とおくならば、κ は塑性仕事に相当し、この場合「加
工硬化パラメータ（work hardening parameter）」と呼ばれる。 

 一方、 ijh を ij
pε あるいはその増分 ij

pdε とするならば、κ は「ひずみ硬化パラメータ（strain 

hardening parameter）」と呼ばれる。 

負荷関数 f に基づいて、塑性状態にある応力点（ ijσ ）からの応力増分ベクトル（ σd ）

の方向を考えると、 
・負荷曲面の外に向かう方向（塑性ひずみの生じる方向 0>df ） 
・負荷曲面の接平面方向（ 0=df ） 
・負荷曲面の内側に向かう方向（塑性ひずみの生じない方向 0<df ） 
に区分される。これらの方向を、各々『負荷(loading)』『中立負荷(neutral loading)』『除荷
（unloading）』と呼ぶ。負荷基準である『負荷』、『中立負荷』、および『除荷』は、各々の
負荷関数 f によって次のように表される。 

＜負荷＞  0>
∂
∂

ij
ij

df σ
σ

, 0=f      （2.3） 

＜中立負荷＞ 0=
∂
∂

ij
ij

df σ
σ

, 0=f      （2.4） 

＜除荷＞  0<
∂
∂

ij
ij

df σ
σ

, 0=f      （2.5） 
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(b) 流れ則（flow rule） 
 応力空間上にある閉曲面を想定し、この曲面上の外向き法線方向が塑性ひずみ増分ベク

トルの方向を与えるものとする。この曲面を表すスカラー関数を gとするならば、塑性ひ
ずみ増分は次式で規定される。 

  
ij

ij
p gd

σ
ε

∂
∂

Λ=  ,  0>Λ       （2.6） 

 ここに、Λは正のスカラーパラメータであり、応力と塑性ひずみの関数で与えられる。 
なお、このように表せることはドラッカー（Drucker）の仮説：「ある応力状態にあった物
体にさらに応力を載荷し、その後元の応力状態まで除荷するとき、この載荷過程で外力の

なす仕事は非負である」より導かれ、塑性ひずみの法線則あるいは直交則（normality rule）

と呼ばれる。 
 上述のようにベクトルがスカラー関数の勾配として表されるとき、この関数をポテンシ

ャルといい、塑性ひずみベクトルを与える関数 gを「塑性ポテンシャル」と呼ぶ。 
 「流れ則」のうち、塑性ポテンシャルと負荷関数が一致する（ gh = ）と仮定するものを
『関連流れ則(associate flow rule)』、両者が一致しない（ gh ≠ ）と仮定するものを『非関連

流れ則(non-associate flow rule)』と呼ぶ。 
 
(c) 硬化則 
 塑性ひずみ増分 ij

pdε は、負荷関数と塑性ポテンシャル関数によって求めることができる
が、このためには塑性変形の進行に伴う両関数（曲面）の変化を規定することが要求され

る。この変化を規定する法則が『硬化則』である。 
 硬化則には様々な仮説が提案されているが、基本的なものとしては、図 2-4に示す『等方
硬化則(isotropic hardening rule)』、『移動硬化則(kinematic hardening rule)』、およびこれらを複
合した『複合硬化則(combined hardening rule)』である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  等方硬化則 

σ1

σ2 

σ1 

σ2 
 移動硬化則 

図 2-4 硬化則の概念図 
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2.3.2 提案されているモデルとその特徴 
本節では、文献調査の結果をもとに構成モデルの特徴を整理する。 
 

 (1) 文献調査概要 
文献調査は、土木学会年次学術講演集、土木学会論文集、地盤工学会年次学術講演集、

地盤工学会論文集の過去 10 年分、及び JIXT のキーワード検索による過去 20 年分の文献
の中から実施した。JIXT の検索キーワードは、膨潤、粘土、構成式、弾塑性、弾粘塑性、
constitutive、clay、swelling、model などとした。 
最初の調査結果として、「ベントナイトの膨潤挙動を表現するモデル」については見出さ

れなかった。すなわち、ベントナイトについてはその膨潤挙動を構成則レベルで理論的に

表現しようとするモデル化の試みは未だなく、本システムの構築を目指すにあたってその

表現方法を検討する必要があることを確認した。 
次の段階として、膨潤挙動を組み込むべき力学モデルを検討するため、構成モデルの調

査を実施した。 
構成モデルの開発や適用事例に関する文献は多々あり、候補として挙げられるモデルを

絞り込むため、以下のような観点に基づいてモデルを抽出した。 
・最近の研究成果や適応実績が比較的多く発表されていること 
・試験結果や現場計測値との整合性がよいこと 
・理論的根拠がしっかりいること（研究段階のものを含む） 
・実工事への適応実績が多いこと 
・その他の利点が考えられること 
このような観点で抽出したモデル（提案者）は以下の通りである。 
① オリジナルカムクレイ及び修正カムクレイモデル（Roscoe, Schofieldら） 
② 足立・岡モデル（足立、岡、八島） 
③ 関口・太田モデル（関口、太田、飯塚） 
④ 下負荷面モデル（橋口） 
⑤ Tij－カムクレイモデル（中井、松岡） 
⑥ ＭＩＴ－Ｅ３（Whittle、Kavvadas） 
⑦ 上負荷面カムクレイモデル（浅岡、野田） 

 
①カムクレイモデルは、それまで別々に扱かわれていた土の“圧縮・圧密”と“せん断”

を同じ土俵で論じた最初の弾塑性モデルであり、それ以降のモデルに比べると非常にシン

プルでありかつ実績が最も多い。その反面、実際の土の挙動へ適用する上で定量的に合わ

ないこともある。 
それ以降のモデルはある意味でカムクレイからの発展を意識したものといえる。上に挙げ

たモデルのうち、③関口・太田モデル、④下負荷面モデル、⑤Tij－カムクレイモデル、⑦
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上負荷面カムクレイモデルはいずれも“カムクレイ型のモデル”と呼ばれるものであり、

塑性体積ひずみが応力、塑性ひずみ、時間で一義的に決まる流動曲面であると考えた、い

わゆる流動曲面型のモデルである。一方、②足立・岡モデルは同じくカムクレイ型のポテ

ンシャル項を使った流れ則を用いるものの塑性ひずみ速度を超過応力項だけで表現し、超

過応力型のモデルと呼ばれる。以上のモデルでは押しなべて除荷過程の挙動を弾性的に表

現しているが、⑥MIT-E3モデルでは非排水の周期的負荷を受ける過圧密粘土の履歴挙動を
ヒステリシス-ループで表現したものであり、ベントナイトの除荷時の挙動を表現する上で
適用可能性を探るためここに挙げた。 
以上の構成式の特徴を表 2-2にまとめる。 

 
 
 



構成モデル
（提案者）

構成則
（応力-ひずみ関係）

降伏関数 負荷関数
塑性ポテンシャル
関数

破壊基準
硬化則

（硬化パラメータ）
流れ則 物性パラメータ

パラメータ取得に
必要な試験

適応性
（主な対象土）

その他特徴

オリジナル
カムクレイモデル
(Roscoe,Schofield )

　

塑性間隙比（微少変形では塑性
体積ひずみに対応）を硬化パラ
メータとする等方硬化則。

ひずみ硬化パラメータ；

関連流れ則

圧縮指数λ
膨潤指数κ
限界状態パラメータM
p'=1(kN/m2)のときの限界状態
での間隙比Γ

標準圧密試験、
非排水三軸試験

正規圧密された粘土の力学挙動をよ
く表現し、初期のモデルは正規圧密
粘土～過圧密比の小さな粘土に適す
る。
ただし、
・ひずみ軟化の取り扱いが困難
・異方性の効果が取り入れられない
・過圧密比の大きい粘土の特性をう
まく表現しきれない、といった課題
があり、後年、機能が拡張されてい
る。
適用は、比較的ゆっくりしたせん断
挙動

歪増分ベクトルの降伏曲面への垂直性を仮定す
るDruckerの弾塑性体理論を用いる。
内部消散エネルギー増分と外部からなされる塑
性仕事増分が等しいとして降伏関数を誘導して
いる。

・単調負荷モデル
・適用実績が非常に多い。

修正カムクレイ
モデル

（Roscoe,Burland）
上に同じ 上に同じ 上に同じ 上に同じ 上に同じ 上に同じ 上に同じ

オリジナルカムクレイと同様であ
る。
ただし、比較的速いせん断挙動に対
応する傾向があるといわれている。

カムクレイモデルにおけるエネルギー消散過程
を修正し、楕円型の降伏関数を適用している
（この修正が正しいイかどうかは異論が有
る）。

・単調負荷モデル

足立・岡モデル
（足立、岡）

－

提案する構成則によ
り、異なる塑性ポテ
ンシャル関数を用い
ている。
飽和粘土の弾塑性構
成式（2001）では、
静的降伏関数と同形
のポテンシャル関数
を用いている

　限界状態での応力比

　を用いる

足立・岡野(1974)ではひずみ硬
化パラメータとして非弾性最大
ひずみ、足立・岡(1982）では硬
化パラメータとして非弾性体積
ひずみを用いている。

　　　非関連流れ則

粘塑性ひずみ速度テンソル
に関する流れ則に材料関数
を導入して、

を用いる（1987）。

圧縮指数λ
膨潤指数κ
破壊応力比Mｆ
最大圧縮時の応力比Mｍ
粘塑性パラメータG2
粘塑性パラメータm0
粘塑性パラメータC01
粘塑性パラメータC02
その他材料定数

　など

圧密非排水三軸圧縮試験

　など

異方圧密後の繰返し挙動、重過圧密
粘土への適用、繰返し弾粘塑性構成
式の定式化など、対象土（現象）ご
とに構成式の提案を行っている。

足立・岡らは、Perzynaの理論（1963）とカムク
レイモデルに基づく超過応力型の構成則(1982)
発表後、二次圧密やクリープやひずみ速度効果
を表現しうるように拡張弾粘塑性構成式(1987)
を提案した。その後も積極的に構成式の拡張や
修正を行い、繰返し負荷へ挙動にも適応できる
モデルを提案している。

関口・太田モデル
（関口、太田）

塑性体積ひずみv p を硬化パラ
メータとする等方硬化則

関連流れ則

圧縮指数λ
膨潤指数κ
ダイレイタンシー係数Ｄ
有効ポアソン比ν'
限界状態パラメータM
二次圧密係数α
初期体積ひずみ速度
先行上戴圧σ'vo
先行時の静止土圧係数K0
有効上戴圧σ'vi
原位置静止土圧係数Ki

三軸等方圧密試験（繰り返
し）
圧密非排水三軸圧縮試験
圧密非排水三軸クリープ試験
標準圧密試験
　など

オリジナルのモデルの適用範囲はカ
ムクレイと同様、正規圧密状態に近
い粘土であるが、これも近年拡張負
荷基準の導入により、過圧密粘土特
有の軟化挙動を表現できるように
なっている。

降伏曲面が粘性項にともなって変化する流動曲
面型

パラメータη＊を導入し、応力の異方性を考慮し
ている。

・オリジナルカムクレイモデルを包含したモデ
ルである。
・適用実績が多い。

下負荷面モデル
（橋口）

正規降伏面は、従来型の降伏関数を用いる。
　一般形として、

－

等方硬化・軟化関数；

を用いる。

関連流れ則：

正規圧密線の勾配ρ
圧密除荷線の勾配γ
ポアソン比ν
下負荷面の膨張速度係数u
正規降伏曲面の大きさF 0
応力の初期値σ 0
相似中心の初期地s 0
回転硬化限界角φb
回転硬化の発展に関するパラ
メータb r　  など

三軸試験装置による等方載荷
～除荷試験、せん断試験　な
ど

誘導異方性や繰返し負荷をも表現で
きる時間依存性弾塑性構成式の提案
しており、適用範囲は広い。

外側の降伏曲面（=正規降伏曲面）の内側に応力
とともに変化する降伏曲面（下負荷面）を導入
することにより、負荷時における弾性領域（過
圧密領域）から弾塑性領域（正規圧密領域）へ
の遷移をスムーズにしたモデル。
過圧密領域であっても塑性が発生する。

ｔｉｊモデル
(中井、松岡ら
名古屋工大)

カムクレイと同じく、塑性間隙
比を用いる。

ひずみ硬化パラメータ；

関連流れ則

圧縮指数λ
膨潤指数κ
限界状態パラメータM
応力比－塑性ひずみ増分比関
係の勾配α

標準圧密試験、
非排水三軸試験
非排水試験

基本的にカムクレイと同様である。

オリジナルカムクレイをもとに、力学量ｔij
（=aik･σkj）を定義し、中間主応力の影響やひ
ずみ増分方向の応力経路依存性を考慮してい
る。

・単調負荷モデル

ＭＩＴ－Ｅ３
負荷曲面は降伏面に対し
て相似形

ひずみ増分の方向を
定義する2階テンソ
ル：Pを用いる。

　　　非関連流れ則

塑性ひずみ増分の方向を定
義する2階テンソルPを用い
る。

初期間隙比e0、せん断時の間

隙圧に関する係数γ、 圧縮指
数λ、初期膨潤指数κ0 、静止

土圧係数（正規圧密）Kocn、

2G/K（G：せん断弾性係数
K：体積弾性係数）、大きいひ
ずみにおける内部摩擦角（三
軸圧縮試験）φ’TC
大きいひずみにおける内部摩
擦角（三軸伸張試験）φ’TE、
非線形せん断挙動に関する物
性ω、C、n、ψ0、 St、c、h

標準圧密試験、
oedometer試験
非排水三軸せん断試験

など

正規圧密から過圧密（OCR＜8）に対
して適用可能とされている。

元来、波を受ける沖合いの摩擦杭の挙動を表現
する為に開発されたモデルである。

・正規圧密状態で異方性とひずみ軟化を含んで
いる。
・過圧密状態で微小ひずみにおける非線形性と
繰り返し荷重における応答を表現出来る。

上負荷面
カムクレイモデル
（浅岡）

上負荷面；上降伏面に同
じ

下負荷面；下降伏面に同
じ

関連流れ則

圧縮指数λ
膨潤指数κ
限界状態パラメータM
初期平均有効応力p'0
ポアソン比ν
初期過圧密比(OCR)の逆数R0
「構造」の程度を表すﾊﾟﾗﾒｰﾀ

R*0

標準圧密試験、
非排水三軸試験
非排水試験

＊R0とR
*
0の決定には十分な

  検討が必要

自然堆積粘土など、いわゆる「構
造」を持った土（過圧密状態）

「構造」に由来する挙動、及び「時間効果」を
オリジナルカムクレイを基礎に構築したモデ
ル。Roscoe surfaceの外側に、カムクレイ降伏
面と相似形の上負荷面をとり、上負荷面に関連
流れ則を適用する。後続負荷面を橋口の「下負
荷面」の考え方にならって設定し、「上負荷面
～下負荷面相似率Rの発展則」を設けている。

注）　（　）は報告書本文に記載の式を示す。 参考文献： 1)地盤工学ハンドブック（地盤工学会）
2)地盤の三次元弾塑性有限要素解析（丸善株式会社）
3)弾塑性力学の基礎と応用（森北出版株式会社、富田佳宏）
4)体積軟岩の工学的性質とその応用（土質工学会）
5)地盤の弾粘塑性構成式（岡二三男、森北出版株式会社）
6)弾塑性構成方程式 基礎理論および最近の主要な成果の整理（於：東京大学工学部、2000年8月、橋口公一）
7)軟弱地盤の変形・安定解析に関する基礎的研究（飯塚敦、昭和63年6月）
8)飽和粘性土の単調載荷条件下における構成式に関する研究（三村衛、昭和58年2月）
9)土の構成式入門（土と基礎　連載講座）
10) 「構造」を有した土の弾塑性モデルの一考え方（浅岡他、1998年地盤工学会）

その他論文
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表2-2　提案されている主な構成式のまとめ
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2.3.3 長期的変遷評価システムへの適用性の考察 
(1) 長期システム解析に求められるコードの要件 

TRU 廃棄物処分のニアフィールド長期力学事象を扱う場合、一般の土質工学の分野で構
成モデルが対象としている事象に対して、以下のような特徴を考慮する必要がある。 
・対象とする粘土が高い膨潤性能をもつこと 
・事象として扱う期間が超長期にわたること 
・化学変化に伴う物性値の変化を考慮すべきこと 
これらを考慮し、長期システム解析に用いるコードには以下のような点が求められる。 
・膨潤挙動を取り入れやすいこと 
・超長期の解析に適応可能であること 
・長期であるゆえ、粘性（時間依存性）を考慮できることが望ましい 
・物性の変化に対応できること 
・締め固めベントナイトを用いるため、過圧密粘土へ適用可能であること 
・パラメータの物理的意味が比較的明確で、煩雑でないこと 
・試験等により容易に物性値が取得できること 
・信頼性が高いこと、または実績が多いこと 

 
(2) 要件に対する知見の整理と構成モデルの選定 
調査した各モデルについて、上記要件に関する知見を整理する。 
(a) 膨潤挙動を取り入れやすいこと 

MIT-E3は、e－ Plog 面上で除荷・再載荷過程をヒステリシスループで表現しており、
ベントナイトの膨潤線がこのモデルでうまく表現できれば取り入れられる可能性がある。

一方、カムクレイ、関口・太田、上負荷面カムクレイ、Tijの各モデルはe－ Plog 平面上
で除荷による膨潤を弾性（直線）で表現しているため、ベントナイトの膨潤挙動を表現す

るためにはモデルを拡張するなどの工夫が必要である。 
 
(b) 超長期の解析に適応可能であること、粘性（時間依存性）を考慮できること 
解析で考慮する時間が長くなることについて各モデルに優劣はないと考えられる。ただ

し、大変形を伴う場合には e－ Plog 関係を用いたモデルでは注意を要する。さらに、長
期間荷重一定条件下の挙動を考える際には粘性を考慮することが重要であると考えられ

る。粘性が考慮できるモデルは，関口・太田モデル、足立・岡モデルである。 
 
(c) 物性の変化に対応できること 
基本的に各モデルとも適応可能と考えられる。 

 
(d) 過圧密粘土へ適用可能であること 
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下負荷面、上負荷面、MIT-E3，カムクレイ、関口・太田、Tijでは過圧密粘土への適用
を想定したモデル化がなされている。（過圧密粘土へ適用できるカムクレイに下負荷面，

上負荷面を導入したのであって，基本的には上記のカムクレイ系のモデル（MIT-E3以外
のモデル）はすべて塑性乗数による負荷除荷判定により過圧密土に適用できる。 
 
(e) パラメータの物理的意味が比較的明確で、煩雑でないこと 
カムクレイ、修正カムクレイはシンプルなモデルでありパラメータも明快である。Tij
モデルもカムクレイと同様のパラメータを用いる。関口・太田モデルにおいてもパラメー

タの物理的意味は比較的明確で、簡易な物性値取得フローが開発者らにより用意されてい

る。一方、下負荷面、上負荷面、MIT-E3、足立・岡モデルはパラメータの数が多く、そ
の設定には専門的知見が必要である。 
パラメータがシンプルであることは、水理・化学解析と連成という本システムの構成か

らも重要な観点である。 
 
(f) 試験等により容易にパラメータ（物性値）が取得できること 
カムクレイ、修正カムクレイ、Tij モデル、関口・太田モデルは一般の土質試験の結果
からパラメータを設定することができ、パラメータ取得のためのデータも蓄積されている。

一方、その他のモデルはパラスタによるフィッティングが必要であるなど、物性値取得の

ための手法が煩雑である。 
 
(g) 信頼性が高いこと、または実績が多いこと 
実構造物への適用実績を調べた検討（Duncan、1994）によれば、カムクレイ、ついで
関口・太田モデル（カムクレイモデルを包含している）が多く、実用性の高さと信頼性を

示している。 
 
以上の検討を表 2-3にまとめる。 
特に重要と考えられるパラメータのシンプルさ、物性値の設定し易さ、実績の観点から、

カムクレイ、関口・太田モデルが有力であるが、このうち、時間依存性（粘性）を考慮し

ているのは関口・太田モデルである。さらに、関口・太田モデルはオリジナルカムクレイ

モデルを包含したモデルであることが知られている。つまり関口・太田モデルの特殊な場

合がオリジナルカムクレイモデルといえる。 
関口・太田モデルはモデルの誘導が標準的な室内試験結果に基づいているため、パラメー

タの物理的な意味が明確であり、パラメータの数も少ない。また、1977年に提案されて以
来、現在まで地盤解析への適用事例は非常に多くなっている。さらに、前述のように近年

になって上下負荷面の概念の導入実績があり、その拡張も容易である。 
総合的に判断すると、本システムに導入するベントナイトの弾塑性構成モデルの開発は、
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関口・太田モデルを基本として他の弾塑性構成モデルも参考にしながら、ベントナイト試

験結果に基づいて拡張・改良していく手順がよいと考えられる。なおその拡張・改良にあ

たっては、必要なデータを蓄積するのはもとより、限界状態理論の適用性やベントナイト

の過圧密領域の再確認等についても検討する必要がある。 
 

表 2-3 各モデルの総合評価（a～gは前述の項目） 
 a b c d e f g 備考 

①ｶﾑｸﾚｲ △ × ○ ○ ○ ○ ○ 粘性なし 
②足立・岡 △ ○ ○ ○ × × △ パラメータが多く実験から求め難い 

③関口・太田 △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ①，④，⑦と統合可能，実績が多い 
④下負荷面 △ × ○ ○ △ △ × 実績が少ない，パラメータ決定に難あり 
⑤Tij △ × ○ ○ ○ ○ △ 粘性なし 
⑥MIT-E3 ○ × ○ ○ × × × 粘性なし、パラメータが複雑 
⑦上負荷面 △ × ○ ○ △ △ × 実績が少ない，パラメータ決定に難あり 
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2.4 ベントナイトの力学挙動を評価する、膨潤を考慮した弾粘塑性力学解析コードのプロ
トタイプの検討 

 

 本章では弾粘塑性力学解析コードの検討に先立って、その基本構成を検討する。まず、

一般に地盤の力学的挙動解析に用いられる各種数学的手法について簡単な概要を述べ、そ

の中から本解析システムに対して最適なものを選び出す。次に、セメント系材料の劣化に

伴うベントナイトの Ca型化および膨潤挙動の力学的な取り扱いについて述べ、その考えに

基づいた、試解析結果について検討する。 

 
2.4.1 解析のための数学的手法 
  
ここでは地盤の力学問題の解析手法として従来から適用されてきた方法を例示する。 
地盤の力学的挙動に関する支配方程式を解く方法としては、次のように分類することが

できる。 
 (1) 支配方程式に対する理論解を利用する方法 
 (2) 支配方程式に対する数学的な近似解を求める方法 
 (3) 地盤を連続体とみなし、それと等価な構造モデルで近似する方法 
 
(1) 支配方程式に対する理論解を利用する方法 
 特殊な境界条件下においては、支配方程式の理論解を数学的に求めることができる。こ

の場合、材料の構成モデルは線形弾性体に限定されるといってよい。 
 土質工学の分野に広く利用されているものが、弾性論に基づく種々の荷重に対する応力

解（例えば Boussinesqの解やMindlinの解など）や Terzaghiもしくは三笠の一次元圧密
方程式の解などである。 
 
(2) 支配方程式に対する数学的な近似解を求める方法 

(i) 特性曲線法 
双曲線型の微分方程式に対して存在する２本の特性曲線上では、互いに独立した常微分

方程式が成り立つことを利用して、方程式の解を求める方法である。 
特性曲線法は、数学的に極めて巧みな手法であり、解を容易に求めることが出来るが、

汎用性、自由度に乏しい。ただし、解析にあたっては、数値積分を要する。 
代表的な適用例としては、材料を剛塑性体と仮定した安定問題における支持力解析が挙

げられる。力学解析以外の適用としては、ポテンシャル理論に基づく解析が挙げられ、流

線網等の流体解析などに広く用いられている。但しポテンシャルの解析についても、複雑

な境界条件下では解析が難しく、通常は後述の差分法や有限要素法が適用されている。 
 



JNC TJ8400 2002-032 

－70－ 

(ii) 差分法 
差分法は図 2-5(a)(b)に示すように解析領域を規則正しい格子によって分割し、微分を格
子の幅に対して差分で近似しようとする方法である。土質工学における様々な境界値問題

を解く方法として、古くから用いられてきた近似解法であり、空間領域あるいは時間領域

で変化する運動を解析することができる。 
差分法はアルゴリズムが比較的簡潔であり、大変形や幾何学的非線形問題への適用性が

高いが、物性や境界の複雑な形状の表現には限界がある。近年においては、後述する有限

要素法に比べて利用頻度が低下している。 
 
(3) 連続体と等価な構造モデルで近似する方法 
 (i) 有限要素法 
有限要素法は、場を支配する微分方程式に変分原理を適用することによって積分形式の

支配方程式を求め、解析領域を三角形、四角形などの単純な形状（図 2-5(c)）に分割・離散
化して、任意の境界条件下の近似解を求める方法である。解析対象の形状を比較的良く近

似することができ、またある部分の節点を密に配置して要素を小さくすることによって、

部分的な精度の向上を行うことができる。この他、複雑な物性分布やその非線形性、境界

条件を容易にモデル化できることから、有限要素法は数値解析手法として最も広く利用さ

れている。 
  

(ii) 境界要素法 
境界要素法は、場を支配する微分方程式を境界上の積分方程式に帰着させ（図 2-5(d)）、
これを有限要素法と類似の方法により要素分割し、近似解を求める数値解析法である。こ

の方法は、有限要素法に比べて取り扱う代数方程式の次元が小さく、計算コストの低減が

可能になること、一般に無限領域を含む問題や熱、電磁場、塑性を含む問題に対して有効

であり、徐々に適用が進んでいる。しかし一方において塑性や大変形などの問題に対する

取り扱いには、非常に高度な工夫が必要であり、有限要素法ほどの汎用性はない。また、

計算によって求めるのは境界での値なので、内部の変位や応力を求めるにはそれぞれの点

で計算しなければならないなどのデメリットがある。 
 

(a) 解析領域 (b) 差分法 (c) 有限要素法 (d) 境界要素法 
 

図 2-5 境界値問題の解析法の比較 
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以上のように用途に応じて様々な数学的手法が提案されている。一方、本検討で考慮し

なければならない事象としては、 
・ベントナイト、セメント系材料の非線形性 
・ベントナイトの Ca化による物性の変化 
などが挙げられる。そこで、ベントナイトやセメント系材料の非線形性を考慮しやすく、

また最も広く利用され、実績の多い有限要素法が本解析システムには最適と考えられる。 
 
2.4.2 ベントナイトの変遷挙動のモデル化 
 
ここでは、本解析システムに組み込むべきベントナイトの力学的変遷挙動について検討

する。 
ベントナイトは通常の粘性土とは違い、一定の応力下においても自己膨潤性を有し、圧

密試験の膨潤過程において、顕著な非線形性を示すといった特徴がある（図 2-6、2-7）。ま
た、処分場環境では、セメント系材料からのセメント成分の溶出により Ca化する。 
前節の検討から、既存の粘性土の構成式では、上記の自己膨潤性及び Ca化の挙動を表現
し得るモデルは存在しないことが分かっている。そこで、はじめに、ベントナイトに見ら

れる非線形的な膨潤過程のモデル化方法を検討する。 
 材料の非線形性を考慮する解析的なアプローチの方法として一般に次のようなものがあ

る。 
・弾塑性・弾粘塑性モデルのような塑性論によるアプローチ 
・非線形弾性モデルによるアプローチ 
いずれのアプローチにおいても、構成式を一般化するためには、様々な応力状態におい

ての実験結果をもとに構築していかなければならない。 
 例えば、前節で抽出された弾粘塑性構成式の「関口・太田モデル」の高度化によってベ

ントナイトの膨潤特性を考慮できるようにする場合、膨潤過程の勾配を表す膨潤指数κに

応力依存の非線形性を取り入れる方法などが考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

logP 

e 

圧縮過程

膨潤過程

図 2-6 通常の粘性土の e-logP関係 

logP 

e 

膨潤過程

圧縮過程

図 2-7 ベントナイトの e-logP関係 
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次に、ベントナイトの Ca化について検討する。ベントナイトは Ca化することによって
膨潤量が低下し、一方弾性係数は増加する（図 2-8、2-9）。 
これをモデル化するためには、初期膨潤量や弾性係数の変化を Ca化率の関数で表す方法
が考えられる。しかし、実際には Ca化フロントは急峻（Ca 化の遷移領域がほとんど存在
しない）であることが想定されるため（1.7.2参照）、本解析システムの初期開発段階では、
簡単化をはかるために、ベントナイトが 100%Ca 化した場合にその力学特性を変更する方
法によってモデル化する(図 2-10)。 
なお、今後開発を進めていくにあたっては Ca化の遷移領域についても考慮し、その Ca
化の進展速度、Ca 化率、Ca 化の領域等は化学的変遷解析から逐次データを取得（連成）
するものとする。 
 
 

 
 
 
 
 

 
図 2-10 ベントナイト Ca化のモデル化 

セメント系材料 Na型ベントナイト

Ca化の進展 

Ca化ベントナイト 

セメント系材料 Na型ベントナイト

要素の材料特性を

逐次更新 

Ca化ベントナイト 

t時間後 

図 2-8 Ca化率と膨潤量の関係（概念図） 図 2-9 Ca化率と弾性係数の関係（概念図）
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2.4.3 セメント系材料の変遷挙動のモデル化 
  
セメント系材料は Ca成分の溶出により、空隙率が上昇し、材料劣化を起こす。そしてセ
メント系材料はベントナイトの膨潤圧を支えきれなくなり、その体積は減少する。またベ

ントナイトはセメント系材料の体積減少量に応じて膨潤し、密度・膨潤圧が低下する。 
このようにニアフィールドにおけるベントナイトとセメント系材料に起こると想定され

る一連の現象を解析的にモデル化するためには、ベントナイトの膨潤特性を的確にモデル

化するだけでなく、セメント系材料の劣化変遷挙動に考慮する必要がある。 
ここで、セメント系材料の劣化のモデル化は以下（図 2-11）のように考える。すなわち、
セメント系材料が健全時には、O-A-A’で表される応力-ひずみ関係を有すると仮定した時、
Ca成分の溶出により、応力-ひずみ関係が O-B-B’からさらに O-C-C’という剛性・強度とも
に低下するような材料に変化すると考えられる。坑道を閉鎖し、再冠水した直後の初期状

態において、セメント系材料の応力(ベントナイトの膨潤圧等)が点 Aに存在する場合は、劣
化に伴って A-B-C の経路で応力とひずみが変化することになる。すなわち、セメント系材
料の劣化挙動は O-A-B-Cのひずみ軟化挙動をモデル化することによって表せるものと考え
られる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-11の O-A-B-Cで示されるひずみ軟化挙動の解析手法としては、以下の 2つの方法が
考えられる。 
 
 
 
 
 

ひずみ 

応
力
（
膨
潤
圧
等
）

 

健全時 

劣化 

O 

B 
A 

C 

A’ 

B’ 

C’ 

図 2-11 セメント系材料で想定する応力とひずみの変化 
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①O-A､O-B､O-C（図 2-11）で示されるような応力-ひずみ関係をそれぞれの割線剛性を用
いて解析する方法（割線剛性法） 
特徴 
・ 割線剛性で表されている構成式(例えば大久保モデルなど)との親和性が高い。 
・ プログラミングが比較的容易。 
・ 収束計算を行わずにひずみ軟化解析ができる。 
・ 施工ステップを追うような構造系の変化に対応できない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-12 割線剛性を用いた応力-ひずみ関係の概念図 
 
②超過した応力を収束計算により再配分する方法（応力再配分法） 
 特徴 
・ 接線剛性を用いた解析手法に適用できるため、増分形式で表される構成式（例えばカ

ムクレイモデルなど）との親和性が高い。 
・ 施工ステップを追った解析に対応できる。 
・ 応力再配分を行うときに収束計算が必要。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-13 接線剛性を用いた応力-ひずみ
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以下に 2つの解析手法を用いた具体的な計算方法を述べる。 
 
(1) セメント系材料の劣化を割線剛性法で解析する場合 
ベントナイトの膨潤量試験から得られる膨潤量を膨潤ひずみとして与え、ベントナイト

の膨潤挙動を表現する。またセメント系材料の劣化を割線剛性の低下と考え、セメント系

材料の体積減少を表現する（図 2-14）。割線剛性の低下はセメント系材料の実験において実
施されている空隙率と弾性係数の関係等をもとに算出することが一案として考えられる。

この計算手順としては、ベントナイトの膨潤圧は各計算ステップ毎に作用させ、その膨潤

圧はベントナイト密度の低下に伴ない減少させる。膨潤圧と密度の関係はベントナイトの

膨潤圧試験をもとに算出する。 
ひずみ量から荷重として入力する等価節点外力{ }0F の計算は式(2.7)によって行う。 

{ } [ ] [ ]{ } [ ] { }dVBdVDBF
T

V

T

V
σε ∫∫ == 00       (2.7) 

{ }σ  ：膨潤圧 
{ }0ε  ：膨潤ひずみ 
[ ]B  ：変位－ひずみマトリックス 
[ ]D  ：応力－ひずみマトリックス

構造躯体

埋め戻し材

 
廃棄体

充填材

ベントナイト

 

 

ｔ時間後 

セメント系材料 ベントナイト 

膨潤圧 初期割線剛性 

ベントナイト セメント系材料 

膨潤圧 
（密度に応じて変化）劣化後の割線剛性 

空隙率・時間 

割
線
剛
性

 

0 

セメント系材料の 
割線剛性の低下 
図 2-14 セメント系材料の劣化を割線剛性法で解析する場合の概念図
－

初期
75－ 
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(2) セメント系材料の劣化を応力再配分法で解析する場合 
セメント系材料の強度が Ca成分の溶出により低下し、ベントナイトの膨潤圧に抗しきれ
なくなった時にセメント系材料は圧縮され、体積が減少するものと考える。具体的には、

初期にセメントに発生している応力と劣化後強度の差分の応力（Δσ）を健全なセメント

系材料とベントナイトに繰り返し計算により再配分するという計算を行う（図 2-15参照）。
セメント系材料の経時的な強度低下はセメント系材料の実験において実施されている空隙

率と強度の関係から求めることが一案として考えられる。 
強度低下によって発生する差分の応力から計算される等価節点外力{ }0F は式(2.8)によっ
て算出する。 
この方法では強度低下に応じた応力がベントナイトに増分荷重として作用する。 
 

{ } [ ] { }dVBF
T

V
σ∆= ∫0         (2.8) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

構造躯体

埋め戻し材

 
廃棄体
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図 2-15 セメント系材料の
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劣化を応力再配分法で解析
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2.4.4 試解析 
 
ここでは、ニアフィールドにおけるベントナイトおよびセメント系材料の力学的挙動に

ついて、簡単な 1次元モデルによる試解析を行う。2.4.3で検討した 2つの異なる解析手法
を用いて、両手法が同一の結果を与えることを確認するとともに、想定しているベントナ

イトとセメント系材料の挙動を表現し得るかについて検討する。 
 
(1) 試解析モデル 
図 2-16に試解析に用いる解析モデルと境界条件を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 2-16 試解析モデル図 

(2) 解析ケース 
 Case1：セメント系材料の劣化を割線剛性法で解析する場合 
 Case2：セメント系材料の劣化を応力再配分法で解析する場合 
 
(3) 解析ステップ 
 解析ステップは経過時間に対応するものであり、本検討ではベントナイトが 1 メッシュ
(0.2m) Ca化する時間を１ステップとし、計 4ステップの計算を行った。 
 
(4) 解析用物性値 
 前述したように、本来ベントナイトおよびセメント系材料の物性は実験結果をもとに算

出すべきであるが、今回は簡易的にベントナイトの物性は弾性体とした。 
ベントナイトの弾性係数は、完全拘束状態でベントナイトに発生する膨潤圧を 1.66MPa
として、その膨潤圧を非拘束状態でベントナイトに与えた場合およそ 300%の体積ひずみが
発生するように設定した。Ca化ベントナイトの弾性係数は Na型ベントナイトの 4倍と仮
定した。初期応力については、廃棄体中央高さでの自重による鉛直応力とした。 
セメント系材料の剛性については Case1 ではその割線剛性がステップ毎に１オーダーづ

構造躯体

埋め戻し材

 
廃棄体

充填材

ベントナイト

 

1.6m 1.4ｍ 

1.0ｍ ベントナイトセメント系材料 
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つ低下するものとし、Case2 では初期弾性係数のままとした。初期弾性係数は一般的な値
を用いた。Case2 で入力するセメント系材料の強度低下量は、Case1 の解析結果によるセ
メント系材料の応力の減少量と同一とした。Case2 では強度低下量に応じた応力増分を等
価節点外力としてベントナイトとセメント系材料の境界に与え、Case1 の応力とほぼ同一
となるまで繰り返し計算を行った。なおベントナイトの Ca化の進展は試解析モデルの 1メ
ッシュごとに進展するものとした。 
表 2-4に試解析用の物性値を示す。 

 
表 2-4 試解析用物性値 

 弾性係数 (MPa) ポアソン比 初期応力(MPa) 
Na型ベントナイト 0.03 0.49 0.12 
Ca化ベントナイト 0.12 0.49 0.12 
セメント系材料 2.06×104 0.20 0.14 
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(5) 試解析結果 

セメント系材料の劣化を割線剛性法で解析する場合 

(Case1) 

セメント系材料の劣化を応力再配分法で解析する場合 

(Case2) 

  

 

  
Ca化ベントナイト
Na型ベントナイト
初期境界位置
セメント系材料
－79－ 

図 2-17 変形図（変形倍率 4倍） 
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図 2-18 ベントナイトとセメント系材料の境界位置の水平変位量の変遷 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-19 ベントナイトの平均応力の変遷 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

図 2-20 セメント系材料の平均応力の変遷 
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(6) 結果のまとめと考察 
 
試解析結果の変形図（図 2-17）、及び水平変位量の変遷（図 2-18）を見ると、両ケース
とも同じ結果となっていることが分かる。これは今回の検討では、Case2 において入力す
るセメント系材料の強度低下量を Case1 で得られたセメント系材料の応力をもとに設定し
たためである。今回想定した応力-ひずみ関係において、それぞれの手法に見合うように物
性を設定すれば、どちらの手法を用いても、同一の結果を求められることが確認できた。 
また、試解析結果の図 2-19、2-20の応力（膨潤圧）の変遷をみると、ベントナイト、セ
メント系材料共に減少していく傾向が見られ、実際に想定されるベントナイトの膨潤圧の

低下とセメント系材料の軟化挙動を表現できることが分かった。 
 したがって、今後構築する解析システムの基本的な解析手順は Case1、Case2 どちらの
解析的手法を用いても良いと考えられ、どちらの方法を選択するかは、ベントナイトの構

成式の形式（割線剛性形式もしくは増分形式）に依存すると言える。 
本検討ではベントナイトはあくまで弾性体としてモデル化し、セメント系材料の劣化に

伴うベントナイトの膨潤挙動を求める解析手順を示した。ここで、セメント系材料の劣化

挙動の一例を図 2-21に示す。このような挙動を想定した場合、Case2の方法では、セメン
ト系材料の強度が低下し、セメント系材料が持っている応力を保持できなくなった時に応

力を再配分するため、劣化したセメント系材料内の応力が破壊強度に達するまでの剛性の

低下による変形が考慮できない。従って Case2 の方法を採用する場合は、剛性低下による
変形についても考慮できるようなモデルを構築することが、より現実的な評価をするため

に必要であると思われる。 
 
 
 
 
 
 

 

応力
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図 2-21 セメン

 

 

剛性低下による変形
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2.5 2.3、2.4で抽出されたコード(モデル)の必要なインプット、及びアウトプットの整理 
 
 2.3及び 2.4で実施した調査、検討によって得られた、力学的変遷挙動解析システムに取
り入れる内容を以下にまとめる。 
 
  ベントナイト：ベントナイトの非線形膨潤挙動を評価できる、関口・太田モデルを

改良・拡張して構築する弾（粘）塑性モデル（2.3） 
 セメント系材料：関口・太田モデル（増分形式）との調和性の観点から応力再配分法

を用い、剛性低下に起因する変形も考慮できるように構築するモデ

ル（2.3,2.4:Case2） 
 
 今後これらのモデルを構築していく必要がある。現時点で必要と考えられるインプット

データについて次に述べる。 
 
2.5.1 必要なインプットデータ 
 
(1)ベントナイトのインプットデータ 
関口-太田モデルのインプットデータは以下に示すとおりである。ただし実際は、化学的
変遷評価システムによって得られる「Ca化率」が唯一のインプットデータとなり、以下に
示すパラメータと Ca化率の関係式を取得することが必要である。これらの関係式は力学的
変遷挙動解析システムに取り込まれる。 

(a) 材料特性を表すパラメータ 
① 平均有効主応力－体積ひずみ関係を規定するパラメータ（圧密成分） 
・ 圧縮指数λ  
・ 膨潤指数 k           ・・・・・・ Pe ′− ln 関係の勾配 
・ 非可逆比 ( )kl /λ−=Λ  

関口-太田モデルでは、通常膨潤過程の勾配を表す膨潤指数κは一定であるが、ベント
ナイトの膨潤特性を考慮できるようにするため、κに応力依存の非線形性を取り入れる方

法などが考えられる。 
② ダイレイタンシー特性を規定するパラメータ（せん断に伴う体積ひずみ成分） 
・ ダイレイタンシー係数Ｄ   ・・・・・・ pqv ′− /ε 関係の勾配 
③ せん断強度を規定するパラメータ（限界状態） 
・ 限界状態係数Ｍ（ ( )φφ ′−′= sin3/sin6 ・・・・・・破壊包絡線の勾配 
④ 弾性せん断ひずみを規定するパラメータ 
・ 弾性領域のせん断弾性係数Ｇ・・・除荷時の γτ − の勾配 
・ 有効応力に対するポアソン比v′・・・Gあるいは 0K との関係 
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⑤ 粘性を表すパラメータ（クリープ） 
・ 2次圧密係数α ・・・ tv ln−ε の勾配 
・ 初期体積ひずみ速度 （１次圧密終了時間） 

 (b) 現在の状態を表すパラメータ 
① 応力履歴を表すパラメータ 
・ 先行土被り圧

′
voσ （ＯＣＲ）・・・圧密降伏応力 

・ 正規圧密状態における静止土圧係数 0K ・・・ 0K 圧密時の ′−′ hv σσ 関係 
② 現在の応力状態を表すパラメータ 
・ 有効上載圧

′
viσ （初期応力解析から求める） 

・ 現在の静止土圧係数 iK  
・ 間隙水圧分布（定常状態） 

 
(2)セメント系材料のインプットデータ 
 現時点で以下のデータが必要である。 

・ 劣化・変質後の圧縮強度 ： 応力再配分の計算をする上で必要 
・ 劣化・変質後の弾性係数 ： 剛性低下による変形量の評価において必要 

 ただし実際は、ベントナイト同様、化学的変遷評価システムによって得られる「化学的

変遷指標」が唯一のインプットデータであり、これらの物性値と化学的変遷指標との関係

式を取得することが必要である。これらの関係式は力学的変遷挙動解析システムに取り込

まれる。 
 
2.5.2 アウトプット 
 
 ベントナイト及びセメント系材料の各モデルによって構成させる力学的変遷挙動解析シ

ステムのアウトプットデータとその意義は以下の通りである。 
① 変形 

② 応力 → 破壊判定に用いる。 

     → セメント系材料と接しているベントナイト要素の応力が引張になった

場合、追従できなくなる 

③ひずみ（間隙率） → 透水係数の分布の算定に用いる。 
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2.6 力学的変遷挙動解析システムの基本構成、基本仕様の検討 
 
 ここでは、まず化学的変遷挙動解析システムへのフィードバック方法を検討した上で、

これまで検討した力学的変遷挙動解析システムの基本構成として解析のフロー、及びこの

システムの構築における現状の課題についてまとめる。 

 
2.6.1 力学的変遷挙動解析システムから化学的変遷挙動解析システムへのフィードバック 
 
(1) 化学的変遷挙動解析システムへフィードバックする項目 
本解析システムでは、力学的な挙動と化学的な挙動を逐次連成させることによって、水

理場の長期変遷評価を行う。ここでは、主に力学的変遷挙動解析システムによって得られ

る結果をどのように化学的変遷挙動システムにフィードバックするかを検討する。 
力学的変遷挙動に化学的な変遷を考慮するには、 
・ベントナイトの Ca化率分布の経時変化 
・セメント系材料の劣化度分布とその間隙比の経時変化 
などが必要となる。また、力学的変遷挙動から化学的変遷挙動にフィードバックすべき

事項としては、 
・経時的なベントナイト／セメント系材料の透水係数（密度、間隙比）分布の変遷 
・ベントナイト中の亀裂、及びベントナイトの母岩・セメント系材料への追従性の判定 
が挙げられる。 
 
(2) 力学的変遷挙動解析システムにおけるベントナイトの透水係数変動の算定方法 
力学的変遷挙動解析から透水係数を算出する手順は、次に示す 2つの方法が考えられる。 
（方法１） 
 
 
 

（方法２） 
 
 
 
方法１では、解析結果から得られる間隙比から式(2.9)を用いて乾燥密度を算出し、ベン
トナイトの透水試験結果をもとに透水係数を算出するのが 1つの案として考えられる。 

e
Gsw

d +
=

1
ρ

ρ          (2.9) 

解析結果のひずみ

から間隙比を算出 
間隙比に対応した

乾燥密度の算出 
乾燥密度と透水係数の関

係から透水係数を算出 

解析結果から 
ひずみを出力 

ひずみと透水係数の関係

から透水係数を算出 
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方法２では、ベントナイト系遮水材の透水係数とモンモリロナイトの膨潤体積ひずみの

関係（小峯 2001土と基礎）式（2.10）を参考に算出する方法が提案されており、これが１
つの案として考えられる。 

6254.1*-16 )102307.2 svk ε（×=        (2.10) 

k  ：透水係数 

*
svε ：モンモリロナイトの膨潤ひずみ 

 
(3) 力学的変遷挙動解析システムにおけるベントナイトの破壊判定 
 ベントナイトに亀裂が発生していない、もしくはセメント系材料、母岩への追従性が確

保されている事の判定は、ベントナイトの応力が破壊条件に抵触していない事が条件とな

る。ベントナイトの破壊の判定は、例えばベントナイトの構成式に「関口・太田モデル」

を用いる場合、次式によって行う。 
 
関口・太田よるモデルの破壊条件 

( ) ( ) ( ) 02/31/ 0
*

0 =−⋅−+− ijijijeD ηηηηκλ      (2.11) 

λ   ：自然対数表示における圧縮指数 
κ   ：自然対数表示における膨潤指数 
D   ：ダイレイタンシ－係数 

0e   ：基準状態（圧密終了時）の間隙比 

ijη  ：偏差応力成分 ijs と静水圧成分 'p の比 

0ijη  ： ijη の初期値（
'0

0
0 p

sij
ij =η ） 

( )( )( ){ } 2/1
002/3* ijijijij ηηηηη −−=  

 
 
2.6.2 力学的変遷挙動解析システムの基本構成と構築に向けた課題の整理 
 
これまで検討した内容から、力学的変遷挙動解析システムの基本構成として解析フロー

図を図 2-22に示す。今後、セメント系材料の剛性低下による変形についても考慮できるよ
うな解析フローについても検討していく予定である。またこのシステムを構築するにあた

って、現状で考えられる課題を表 2-5にまとめる。
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図 2-22 解析フロー図 

 ベントナイト：Ca化率、応力に対応した弾塑性マトリックスに更新 
セメント系材料：劣化指標に対応したの圧縮強度、弾性係数に更新 

結果の出力 

t＝t+Δt 

増分変位、増分応力、増分ひずみの計算 

前ステップまでの計算結果を足し合わせ 

初期境界条件の設定 
初期地圧計算 

t=t0 

 ベントナイト：時刻(t)に対応した Ca化率に更新 
セメント系材料：時刻(t)に対応したの劣化指標に更新

超過応力をセメント系材料に

作用させ、所定の応力に達する

まで繰り返し計算を行う。 

化学変遷評価システム 

化学変遷評価システム 



 

 －87－

表 2-5 力学的変遷挙動解析システムの構築に向けた課題 
課題項目 ベントナイト セメント系材料 

①基礎実験データ

／解析モデル構築

に必要なデータ 

(1)下記解析モデル(③)のパラメータ取得／関係式(②)の構築 
  ・K0値に関するデータ 
・Ca型化の遷移領域（Ca型化率 50％等）におけるデータ 
  ・ケイ砂混合ベントナイトのデータ 
(2)下記解析モデルの開発指針の確認 
  ・限界状態理論の適用性や過圧密領域等を再確認するため

のデータ 

(1) 下記解析モデル(③)のパラメータ取得／関係式(②)の構築 
   ・劣化セメントペーストの応力～歪み関係（弾性係数／

圧縮強度）のデータ 
   ・劣化モルタル        〃 
   ・劣化コンクリート      〃 
   ・劣化鉄筋コンクリート    〃 

 ―――― ・廃棄体に内在する空隙等の影響の考慮 
②化学的変遷指標と 
力学的解析ﾊﾟﾗﾒｰﾀの
関係式 

・[Ca 化率]～[下記解析モデルに必要なパラメータ]関係式の構
築 

・[劣化指標]～[弾性係数／圧縮強度]関係式の構築 

 ―――― ―――― 

③解析モデル 
・（関口・太田モデルを基とした）ベントナイトの非線形膨潤挙

動を考慮できる弾（粘）塑性構成方程式の開発 
・セメント系材料の剛性低下に起因する変形を考慮できる力学

モデルの構築 
 ・上記モデルの妥当性を検証するための試験 ・上記モデルの妥当性を検証するための試験 

④システムの構築 ・ベントナイト、セメント系材料の解析モデルを組み込んだ FEM解析コードの開発 
 ・上記力学的変遷挙動解析ｼｽﾃﾑによって得られるベントナイトとセメントの相互変形、応力状態等の妥当性の検証試験 

（化学ｼｽﾃﾑとの統合） 

・化学的変遷挙動システムから得られる Ca 化率分布の力学的
変遷評価システムへの取り込み方法（メッシュサイズが異な

る場合の Ca化率の定義方法） 

・化学的変遷挙動システムから得られる劣化指標分布の力学的

変遷評価システムへの取り込み方法（メッシュサイズが異な

る場合の劣化指標の定義方法） 
 

 

－
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3. ニアフィールドの水理場の長期的変遷評価システムの検討 
3.1 化学・水理学的変遷および力学的変遷の全体像 
 前節までに述べた検討の結果、緩衝材およびコンクリート構造物の化学的劣化に起因す

る水理学的特性の変化が、処分場周辺地下水流動場の長期的な変遷を規定するものとして

重要であることがわかった。また、力学的変遷は、化学的劣化に伴う体積変化や力学的特

性の変化による空隙構造の変化等を通じて、地下水流動場の変遷に重要な影響を及ぼすも

のと考えられる。 
 
 以上のことは、水理場の長期的変遷を解析する際に、化学・水理学的変遷と力学的変遷

とをそれぞれ独立に考慮するのではなく、何らかの形で対応する二つのサブシステムを連

成させて解析を行うことの必要性を示唆するものである。このような二つのサブシステム

間の連成の全体像は、概念的には、図 3.1-1のようにまとめることができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 以下に、これま

べき事項について

 
(1) フィードバッ
 既に述べたよう

影響をもたらさな

ることが可能であ

す場合には、この

究の対象とする水

変遷との間には明

（システ

（システ
化学的変遷挙動解析モデル 
ム評価モデルおよび現象解析モデル） 

力学的変遷挙動解析モデル 
水理学的変遷挙動解析モデル 
－88－ 

図 3.1-1 化学・水理学的変遷および力学的

でに述べてきた二つのサブシステムの統合

まとめる。 

クを持つ連成の存在 
に、ある現象が他の現象に影響を及ぼす場

い限りは、前者の出力を後者に適宜読み込

る。しかしながら、後者の現象が遡って前

ような簡易な連成は必ずしも妥当ではない

理場の変遷を検討してみると、化学的劣化

らかに以下のようなフィードバックの可能

ム評価モデルおよび現象解析モデル） 
変遷の全体像 

方法を検討する際に、留意す

合でも、後者の現象が前者に

むという簡単な方法で連成す

者の現象の進展に影響を及ぼ

。このような観点から、本研

と水理学的変遷および力学的

性が存在することがわかる。 
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・ 地下水流動が反応物質あるいは反応生成物の移動に影響を与えること（水理→化

学）、および、化学的変質に伴うバリア材鉱物組成の変化が透水係数に及ぼす影響

（化学→水理） 
・ 鉱物学的変化の結果、バリア材の力学的特性に影響が生じること（化学→力学）、

および変形や空隙率の変化によって化学反応の進展に影響が生じること（力学→化

学） 
 
このため、処分場周辺の地下水流動状況を把握するためには、化学・水理学的変遷サブ

システムおよび力学的変遷サブシステムを連成して一つの解析体系を構築することが原則

として必要となる。 
 

(2) 各変遷の時間・空間スケール 
(1)に述べたように、化学・水理学的変遷サブシステムと力学的変遷サブシステムとは連
成して、一つの解析体系を構築することが原則として必要となる。しかしながら、このこ

とは、連成に伴う情報の授受をすべての時間ステップそしてすべての空間メッシュにおい

て行うことを意味するものではない。例えば、緩衝材の化学的な変化は、内側および外側

からの劣化フロント（イオン交換フロントおよびモンモリロナイト溶解フロント）の進展

によって表現されるが、このような体系では、水理学的な透水係数分布は、劣化部と健全

部とが直列に配置するものとなる。このような状況では、一定以上の厚さの健全部が残る

限り、それよりも内側の水理場は顕著に変化しない可能性が高い。つまり、このような状

況では、水理学的解析をすべての時間ステップそしてすべての空間メッシュにおいて行う

ことは必ずしも必須ではなくなる可能性がある。また、化学的変質がフロントを形成する

ことは、各時刻において鉱物学的な変質の進展する部位も限られており、力学的解析に情

報を受け渡すべき範囲も限定される可能性がある。 
 
 連成解析の計算労力は極めて大きなものとなる可能性があることから、サブシステムの

統合にあたっては、以上のような現象の特徴を分析して適切な連成の程度を明確にするこ

とが重要と考えられる。ただし、このような検討に基づく連成方法の最適化は、同時に、

扱い得る現象やモデルの種類を限定する危険性もあるため、モデル化の内容が必ずしも確

定していない本プロジェクトにおいては、連成方法の最適化を試みる一方で、モデル等の

変更に対する柔軟性を確保するための方策（オブジェクト指向のプログラミング等）を採

ることが必要と考えられる。 
 
(3) 各現象に含まれる不確実性の程度のばらつき 
 化学・水理学的変遷サブシステムおよび力学的変遷サブシステムに含まれる種々の現象
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についての現象理解の程度は大きく異なり、モンモリロナイトの溶解に引き続き生じる二

次鉱物（短期的な実験においては、その種類も特定されていない）の力学特性のように、

データや知見のほとんど存在していないものから、ベントナイトのイオン交換およびこれ

に伴う力学特性の変化といった、実験により再現することが可能でありデータや知見の集

積が十分に期待できるものまでが含まれる。このように、現状の知見に含まれる不確実性

の程度が異なり、かつ、今後の研究開発において知見を改善することの見通しも異なる複

数の現象を対象とした解析システムを構築し、設計あるいは性能評価に適用していく際に

は、以下の点に留意することが必要と考えられる。 
 
 近年公開された ICRP勧告（Publication 81）にも述べられている通り、性能評価の目標
は、処分の長期的な安全性を厳密な意味で証明することではなく、処分の実施の可否にか

かわる総合的な（つまり、科学およびそれ以外の社会あるいは経済的な要因も視野に入れ

た）意思決定のために情報を提供することにある。この精神に従えば、今回の解析につい

ても、一部の現象について大きな不確実性が残されている場合、これら以外についての詳

細な解析を行うことが無意味であるとは言えない。つまり、現状の知見に基づき定量的で

一定の精度を持つ解析を、ある範囲内の現象について行うことは、「現在の知見に基づき定

量化可能な範囲」における一つの解答として、意思決定のための重要な情報と成り得る。

但し、ここで、同時に考慮しなければならない点は、このような「定量化可能な一部分の

現象」についての解析結果のみが意思決定の基礎として捉えられることは避けなければな

らないという点である。不確実性と感度（あるいは影響の大きさ）とは独立なものであり、

現状の知見が不確実な現象が、知見の整備された現象よりも大きな影響を与える可能性は

十分に考えられる。例えば、緩衝材の主成分であるモンモリロナイトの溶解と二次鉱物の

沈殿については、特に、その力学的影響に関する情報が顕著に不足しているが、これらの

現象は緩衝材がまったく別の材質に変化することを意味しており、潜在的な影響は極めて

大きいものと考えられる。そこで、これらについても、何らかの形で、影響の大きさを示

すことが必要となる。このような解析のアプローチとしては、例えば、性能評価において

しばしば用いられる what if解析の手法が考えられる。ここでは、解析対象とする現象群の
うち特に不確実性の大きい部分に関して、仮想的な状況としてある条件を与え、引き続く

解析を実施するという手順が考えられる。また、ここでは、不確実性の存在に対応して、

このような仮想的な条件を複数想定することが必要である。例えば、変形が一定以上進展

して、緩衝材中に亀裂の生じる可能性が否定できなくなるというケースにおいて、変質し

た粘土中の亀裂生成に関するデータやモデルの不足のために信頼すべき解析が実施できな

い場合、以下のような対策が考えられる。 
 
・ 亀裂生成の生じる時点までのシステムの変遷を定量的に解析し、現状の知見に基づき

「必ず考慮しなければならない」結果としてまとめる。 
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・ その後に生じる可能性のある亀裂の規模や頻度あるいは配置について複数の仮説を専

門家の判断に基づいて作成し、それぞれの仮説の確からしさを分類（例えば、「考慮し

た方が良い」と「可能性は低いが否定できない」および「考慮する必要はない」等）し

たうえで、それぞれの条件に基づき解析を継続することにより、システムの変遷に関す

るさまざまな可能性をシナリオとして整理し、それぞれのシナリオの「確からしさ」と

影響の程度とをまとめる。 
 
以下の節では、以上のような点に留意しつつ、今後の全体システム開発の方向性につい

て検討を行った結果をまとめる。 
 
3.2 サブシステムへの入力および出力 
3.2.1化学的変遷挙動解析システムへのインプットデータ 
 
 化学的変遷挙動解析システムのソフトウェア構成としては、以下の３つのオプションが

示されている。 
 
  ・ 簡易的な保守的モデル（Sharp frontによる近似） 
  ・ ニューロネットワークモデル 
  ・ セルラーオートマタ 
 
これらの何れの手法を用いる場合においても、システム評価モデルは、現象解析モデルに

おいて評価される結果（データベース）、または、現象解析モデルとの結果の比較検証結果

を用いることとなる。すなわち、化学的変遷挙動解析システムへの入力は、詳細解析モデ

ルへの入力パラメータを含めたものが必要となる。 
これらの入力は、すべてが力学的変遷挙動システムとリンクするものではないが、コン

クリート材料や緩衝材、および、母岩の鉱物組成、処分場の形状など力学的変遷挙動解析

システムと共通する入力ものも多い。そのため、共通する入力に関して、データベース化

等の処置が望ましいものと予想される。 
 
 表 3.2-1に入力に関するデータをまとめる。 
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表 3.2-1 インプットデータ 

 
種類 インプットデータ名 力学的変遷挙動解析システ

ムからの情報の必要性 
形状 

（時間の関数として） 
・ 廃棄体定置部およびコン

クリート躯体形状 
・ 緩衝材形状 
・ 埋め戻し材形状 
・ コンクリート支保形状 
・ 坑壁位置 

 
 

○ 

空隙率(*) 
（位置および時間の 
関数として） 

・ コンクリート空隙率 
・ 緩衝材空隙率 
・ 埋め戻し材空隙率 
・ 母岩空隙率 

 
○ 

空隙率－透水係数 
の相関 

・ Kozeny-Carmanの定数 
・ 各鉱物の平均粒径 

 

初期鉱物組成 
 

・ コンクリート 
・ 緩衝材 
・ 埋め戻し材 
・ 母岩 

 

地下水データ 
（境界条件として） 

・ pH 
・ 主要陽イオン濃度 
・ 主要陰イオン濃度 

 

熱力学データ ・ 初生鉱物反応平衡定数 
・ 二次鉱物反応平衡定数 
・ 液相反応平衡定数 
・ イオン交換選択定数 

 

速度論データ ・ 初生鉱物反応速度定数 
・ 二次鉱物反応速度定数 
・ 各鉱物比表面積 
・ 反応速度式のパラメータ 

 

物質移動特性 ・ 実効拡散係数 
・ 分散長 

 

水理条件・特性 ・ 平均動水勾配 
・ 母岩透水係数 

 

(*)化学挙動変遷システムへ入力される空隙率は、応力場が再配分された後の空隙率を意味
する 
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3.2.2 化学的変遷挙動解析システムからの出力 
 

 化学的変遷挙動解析システムからの出力は、空間メッシュ単位での鉱物組成やイオン交

換割合、および、水理と地下水化学のデータである。このうち、鉱物組成の変遷は、鉱物

の沈殿・溶解に伴う空隙率変化に直接関与することから、化学的変遷挙動解析システムの

出力は力学的変遷挙動解析システムに渡され、新たな応力配分の条件下での空隙率が、再

び、化学的変遷挙動解析システムは回帰するものとなる。 
 
 

表 3.2-2 アウトプットデータ 
 

種類 アウトプットデータ名 力学的変遷挙動解析システ
ムへの情報の提供 

鉱物（体積）組成 
（時間および位置の 
関数として） 

・ コンクリート 
・ 緩衝材 
・ 埋め戻し材 
・ 母岩 

 
○ 

イオン交換割合 
（時間および位置の 
関数として） 

・ Naモンモリロナイト/Ca
モンモリロナイト比 

○ 

地下水および空隙水組成 ・ pH 
・ 主要陽イオン濃度 
・ 主要陰イオン濃度 

 

水理条件・特性 ・ 水頭分布 
・ 地下水流速ベクトル場 
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3.3 全体システム(ニアフィールド水理場の長期的変遷評価システム)の構成に関する検討 
 
 今年度は主に各サブシステム（化学・水理学的変遷および力学的変遷）について独立に

検討を行い、それぞれのサブシステムについての開発方針を示した。次年度以降は、今年

度の結果を踏まえ、以下の指針にしたがって全体システムの開発を進める予定である。 
 
①サブシステムの高度化 
化学・水理学的変遷および力学的変遷のそれぞれのサブシステムについてはそれぞれ鋭

意進め、高度化を行うものとする。 
化学・水理学的変遷については、それ自体が大きな非線形連成系である化学反応・物質

移動現象であり、次年度の方針としては 
 
1) 詳細な現象解析モデル自体を簡略化することなく高速に計算することのできるよ
うな手法の開発、 

2) 保守的な近似を行ったシステム評価モデルにおける適切な誤差管理手法の構築 
 
の二つのアプローチを並行して進める予定である。（図 3.3-1参照）。1)に関しては今年度は
ニアフィールドの化学・力学的変遷挙動のうち重要であると考えられる、コンクリートの

溶解およびベントナイトのイオン交換およびこれに関連する液相中化学種の移動のみを考

慮した簡略化した系について２次元モデルを対象に汎用解析コードを用いて試解析を行っ

た。また、一方、すべての化学種および化学反応を考慮した系についても１次元モデルを

対象に汎用解析コードを用いて試解析を行った。いずれの解析もそれぞれの制限内で妥当

な結果が得られることが示されたが、計算に要する時間が非常に長く実用的ではないこと

も示された。そこで、この根本的な問題を解決するために、独自の解析コードを開発する

予定である。独自の解析コードの利点としては、特定の問題（ニアフィールド水理場の長

期的変遷の解析）に最適なアルゴリズムあるいは計算上の収束条件を適用することにより、

全体の計算を削減する効果および、コードの最適化あるいは並列化による計算時間の短縮

の効果が期待される。 
2)は、計算時間の長い２次元以上の物質移動解析を保守的な近似を行ったシステムに置き
換える方法であり、1.5.2項で提案した通りであるが、全体システムに適用するためには近
似による誤差を管理する手法を検討することが必要である。 
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 力学的変遷については、今年度の研究では、ニアフィールドの力学的変遷挙動のうち、

セメント系成分の溶出を特に重要な事象と判断し、それに伴うベントナイトの力学挙動を

表現するコードの構築に向け、弾(粘)塑性構成モデルの文献調査を実施した。本システムへ
の適用性を検討した結果、関口・太田モデルが、現時点ではパラメータの設定のしやすさ

やその物理的意味が明確であることなどから最も有力であり、今後はこのモデルを基本に

ベントナイトの膨潤挙動を考慮した力学モデルを構築する方針を示した。さらに、セメン

ト系材料の劣化に伴うベントナイトの膨潤挙動に関する数値解析上のモデル化手法につい

て試解析を通じて考察するとともに、力学的変遷挙動解析システム構築に向けた課題を明

らかにした(2.4～2.6)。 

以上のことをふまえ、次年度の方針としては、上記課題をふまえて以下の項目について研

究を進める予定である。 
 

1) ベントナイトの膨潤挙動を考慮した、弾塑性構成方程式（Ver.1）の開発 
2) Ca化ベントナイトのモデル化の検討 
3) セメント系材料の劣化挙動の力学的モデル化の検討 
4) 上記のプログラム化（パイロットプログラム）、テスト解析 
5) 化学－水理学的変遷挙動解析システムとの連成方法の検討（弱連成と強連成の比
較選択）とその一環で実施する連成を考慮した試解析プログラムの開発と解析 

 
 1)ベントナイトの膨潤挙動をどのように表現するかについては、ベントナイトの膨潤挙動
を力学的膨潤（通常の土質工学で扱う膨潤）とそれ以外の膨潤（仮に“電気的な膨潤”と

しておく）にわけ、２つの膨潤の線形和で表されると仮定し、力学的膨潤については従来

のとおり膨潤指数κを用いて表現する一方、電気的な膨潤についてはその特性を熱応力を

考慮した弾性体の構成モデル（線形熱弾性体，一般化された Hook の法則の Duhamel-Neumann

形式）を援用することによって表現する方法が案として考えられる。電気的な膨潤の表現

方法としては、膨潤圧 'p と間隙比 eの関係を、実験結果を参考にしながら例えば次式のよ

うな形で表現することが考えられる。 
( ){ } 11exp −−= OCRe ξ  

さらに、必要であれば除荷（膨潤）、再載荷時の挙動を精緻に表現するために下負荷面や

上負荷面の概念を導入し、「ベントナイトの膨潤挙動を考慮した弾塑性構成方程式」を開発

する。 

 2)「Ca化ベントナイトのモデル化」は 1)で開発する構成モデルに組み込むことを理想と
し、実験結果を参考にしながら検討する。3)「セメント系材料の劣化挙動の力学的モデル化」
については、セメントの実験結果が得られ次第、今年度の検討をさらに進める。 
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②統合化のための例題演習 
全体システム（ニアフィールド水理場の長期的変遷評価システム）については、サブシ

ステム間での連成という、より高次のレベルでの課題があることから、今年度に試解析を

行った問題およびモデルの一部分を例として、強連成から弱連成まで、今年度の検討で抽

出した複数の「統合化のオプション」を同じ問題に対して適用し、それぞれのオプション

による統合化方法の比較（精度、計算効率および開発上の自由度等の観点から）を行う（図

3.3-2参照）。 
「統合化の例題演習」を行うためには、昨年度の研究において既に内容が確立されてお

り、かつ、比較的容易に種々の統合化を試みることのできるモデルの範囲を選定する。化

学・水理学的変遷については、図 3.3-3に示すような、コンクリート溶解、ベントナイトの
イオン交換およびこれに関連する液相中化学種の移動といった化学現象と、飽和定常地下

水流動という水理現象とを例題の範囲として選定する。同様に、力学的変遷については関

口・太田モデルを適用するものとする。その理由は、2.3.3長期的変遷評価システムへの適
用性の考察（p.66～68）に記述してあるとおり、関口・太田モデルは、現時点ではパラメ
ータの設定のしやすさやその物理的意味が明確であることなどから最も実績が多い土の構

成モデルであり、本研究でも今後このモデルを基本にベントナイトの膨潤挙動を考慮した

構成モデルへ拡張する計画を提案しているためである。これらのサブシステムをベースに、

これらを統合した連成解析システムのプロトタイプを複数種類作成し、解析を行って比

較・検証を行う予定である。 
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解析モデルの高度化 
 

現状 
簡略システム 
・コンクリートの溶解 

   ・ベントナイトのイオン交換およびこれに関連す 
    る液相中化学種の移動 
   ・２次元解析（FEMLAB） 

 
詳細解析システム 
・すべての化学種、反応を考慮 
・１次元解析（SPADES） 

 
 
 
 
並列計算を用いた大規模数値解析を視野に入れた詳細解析システムの構築 

 
 
 
 
保守的近似を行ったシステム評価モデル 
 

多成分反応移動モデル 
 
 
 

簡易な保守的モデル（sharp front近似） 
ニューロネットワーク（過去の事例の学習および近似解の推定） 
セルラーオートマタ（簡単なローカルルールをもとにした計算） 

 
 

図 3.3-1 化学・水理学的変遷に関するサブシステムの高度化の概念図 
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弱連成解析システム 

 
強連成解析システム 

図 3.3-2 弱連成および強連成解析システムの概念図 

化学・水理解析システム 力学解析システム 

初期値 

解析 

解析 

解析 

初期値 

解析 

解析 

解析 

t=0 

t=∆t 

t=2∆t 

t=3∆t 

化学・力学・水理連成解析システム

初期値 

解析 

解析 

解析 

t=0 

t=∆t 

t=2∆t 

t=3∆t 
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化学反応 

ベントナイトのイオン交換 

 
コンクリートの溶解 

相 反応 Log K 
Ca(OH)2 + 2H+ = Ca2+ + 2H2O 22.55 Solid-solution:  

Ca(OH)2 
                       
CaH2SiO4 

CaH2SiO4+2H+ = Ca2++SiO2(aq)+2H2O 
15.89 
                      あるいは 
CaH2SiO4=Ca2++H2SiO42-+2H2O                 
-7.07 

 

 

 

 

 

水理解析 

 

 
 

図 3.3-3 強連成解析に適用する化学・水理学的変遷に関する系 
 
 
 
 

　電荷の保存　　　　　

　吸着サイトの保存　　
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おわりに 

本研究では、ニアフィールド水理場の長期的変遷評価システムの構築に向けた検討とし

て、このシステムの構成要素となる化学的／力学的変遷挙動解析システムの基本仕様並び

に全体システムの基本仕様の検討を行った。 

１章においては、セメント系材料からの浸出液の影響としてニアフィールドで起こる化

学的変遷並びにそれに伴い生じる水理学的変遷を評価するシステムの検討を実施した。化

学的変遷に関する各種プロセスについて文献調査を行い、モデルやデータに含まれる不確

実性を整理した。また、予備的検討のための概念モデルを用いて感度解析を行い、各プロ

セスの影響の大きさに応じて、今後の検討を進める上での優先順位をつけた。さらに、シ

ステム評価モデル及び現象解析モデルにおいて考慮すべきプロセス及び対応する数学モデ

ルを抽出し、ソフトウェア構成の最適化を行い、予備的なシステム解析モデルによる例題

演習を実施した。また、これらの結果に基づきモデル確証のための実験計画を提示した。 

２章においては、ベントナイト系材料及びセメント系材料の化学的変質に伴う物理的特

性の変化を考慮し、処分場の力学的変遷挙動を評価するシステムの検討を実施した。処分

場に超長期的に生じうる力学挙動の整理、評価対象とする事象の抽出、並びにベントナイ

ト系材料の特性を十分考慮できる力学モデルの調査を実施し、想定するベントナイト／セ

メント系材料の力学挙動を表現しうる解析システムの基本構成を提示した。そこで、ベン

トナイトについては既存の関口・大田モデルを非線形膨潤挙動を評価できるように改良・

拡張し、セメント系材料については関口・太田モデルとの調和性の観点から解析手法とし

ては応力再配分法を用い、材料の剛性低下に起因する変形も考慮できるようなモデルを構

築するとの方針を得た。また力学的変遷評価システムを構築するにあたっての今後の課題

を整理した。 

３章においては、水理・化学連成の化学的変遷評価システムと力学的変遷評価システム

を基本構成とし、これを連成させ、ニアフィールドの水理場の解析を実施するためのシス

テムの検討を実施し、水理・化学と力学との連成の考え方及びシステム全体の基本構成を

提示した。 

今後、本研究で示された各モデルの開発方針、及びシステムの基本構成に基づき、ニア

フィールド水理場の長期的変遷評価システムを構築していく。ただし、今後のシステム構

築、及び関連する研究の進捗に応じて新たな課題が発生し、方針等の見直しも必要になる

可能性もあり、当研究の位置付け、達成目標等も見据えた上で、慎重に当研究を進めてい

く必要がある。 
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